
部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

生活福祉部 健康福祉総務課 法人監査事務 5,367 5,367 1

生活福祉部 生活援護管理課 生活保護適正化（本庁） 167,436 166,462 2

生活福祉部 医療年金課 老人医療扶助費 44,824 44,824 3

生活福祉部 医療年金課 障害医療扶助費 1,973,233 1,973,233 4

生活福祉部 医療年金課 ひとり親家庭医療扶助費 533,465 533,465 5

生活福祉部 医療年金課 子ども医療扶助費 2,919,107 2,919,107 6

長寿社会部 長寿支援課 社会福祉協議会運営補助 554,003 554,003 7

長寿社会部 長寿支援課 社会福祉協議会事業補助 34,598 26,298 8

長寿社会部 長寿支援課 地域福祉計画推進 3,653 3,653 9

長寿社会部 長寿支援課 暮らしのセーフティネット 53,033 53,033 10

長寿社会部 長寿支援課 民生委員児童委員活動 102,320 102,320 11

長寿社会部 長寿支援課 避難行動要支援者調査事業 8,251 8,251 12

長寿社会部 長寿支援課 権利擁護サポートセンター 13,087 13,087 13

長寿社会部 長寿支援課 戦傷病者・戦没者遺族等援護（本庁） 3,766 3,766 14

長寿社会部 長寿支援課 再犯防止推進事業 1,370 1,370 15

長寿社会部 長寿支援課 老人集会所運営 2,642 2,220 16

長寿社会部 長寿支援課 老人集会室整備運営補助 37,000 37,000 17

長寿社会部 長寿支援課 外国人高齢者給付金 421 421 18

長寿社会部 長寿支援課 八田荘老人ホーム管理運営 227,324 227,324 19

長寿社会部 長寿支援課 老人福祉センター管理運営 334,041 334,041 20

長寿社会部 長寿支援課 シルバー人材センター運営補助 47,630 47,630 21

その他事業一覧



部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

その他事業一覧

長寿社会部 長寿支援課 全国健康福祉祭派遣事業 15,083 15,083 22

長寿社会部 長寿支援課 老人クラブ活動補助（本庁） 20,186 20,186 23

長寿社会部 長寿支援課 共同浴場運営 42,525 42,525 24

長寿社会部 地域包括ケア推進課 緊急通報システム 45,673 41,247 25

長寿社会部 地域包括ケア推進課 認知症施策等総合支援事業 20,432 20,189 26

長寿社会部 地域包括ケア推進課 高齢者住宅改修費助成 2,071 2,071 27

長寿社会部 地域包括ケア推進課 高齢者日常生活用具給付 426 426 28

長寿社会部 地域包括ケア推進課 軽費老人ホーム等事務費補助 352,823 352,823 29

長寿社会部 地域包括ケア推進課 高齢者見守り支援事業 492 492 30

長寿社会部 地域包括ケア推進課 在宅ケア継続支援事業（高齢） 5,802 2,988 31

長寿社会部 介護事業者課 介護事業者指定・指導 45,493 45,489 32

長寿社会部 介護事業者課 老人福祉施設整備補助 375,054 262,554 33

障害福祉部 障害施策推進課 障害者団体助成 3,000 3,000 34

障害福祉部 障害施策推進課 障害福祉啓発事業 277 277 35

障害福祉部 障害施策推進課 キャップハンディ指導者養成派遣事業 2,545 2,545 36

障害福祉部 障害施策推進課
堺市障害者スポーツ・レクリエーション
大会

3,478 3,478 37

障害福祉部 障害施策推進課 運転免許取得・自動車改造費助成 1,625 1,172 38

障害福祉部 障害施策推進課
全国障害者スポーツ大会・堺市予選
大会

406 406 39

障害福祉部 障害施策推進課 障害者生活訓練事業 480 480 40

障害福祉部 障害施策推進課 健康福祉プラザ管理運営事業 557,562 557,562 41

障害福祉部 障害施策推進課
聴覚・視覚障害者コミュニケーション支
援事業（本庁）

24,759 24,759 42



部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

その他事業一覧

障害福祉部 障害施策推進課 障害者虐待防止事業 10,396 10,396 43

障害福祉部 障害施策推進課
障害福祉サービス事業者指定事務等
事業

1,664 1,664 44

障害福祉部 障害施策推進課 基幹相談支援センター事業 187,244 187,244 45

障害福祉部 障害施策推進課 総合相談情報センター事業 44,826 44,826 46

障害福祉部 障害施策推進課 専門性の高い意思疎通支援事業 21,927 21,927 47

障害福祉部 障害施策推進課 障害者差別解消促進事業 1,084 1,084 48

障害福祉部 障害施策推進課
障害福祉分野ロボット等導入支援事
業

4,500 0 49

障害福祉部 障害施策推進課 在宅ケア継続支援事業（障害） 2,798 2,588 50

障害福祉部 障害者支援課 身体障害者福祉電話 64 64 51

障害福祉部 障害者支援課 身体障害者緊急通報システム 680 680 52

障害福祉部 障害者支援課 外国人障害者特別給付金 260 260 53

障害福祉部 障害者支援課 短期入所事業所運営補助事業 39,257 39,257 54

障害福祉部 障害者支援課 職能訓練センター運営 25,314 25,314 55

障害福祉部 障害者支援課 障害者就業・生活支援事業 45,389 45,389 56

障害福祉部 障害者支援課 障害者（児）短期入所緊急利用 4,154 4,154 57

障害福祉部 障害者支援課
重症心身障害者生活介護事業所機能
強化

11,250 11,250 58

障害福祉部 障害者支援課 障害者福祉施設整備補助 112,624 112,624 59

障害福祉部 障害者支援課 重度障害者歯科診療所運営補助 82,174 82,174 60

障害福祉部 障害者支援課 タクシー利用料金助成 44,302 44,302 61

障害福祉部 障害者支援課 授産製品販売促進事業 5,058 5,058 62

障害福祉部 障害者支援課 障害者（児）日常生活用具給付 239,766 239,766 63



部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
最終査定額
（千円）

頁

その他事業一覧

障害福祉部 障害者支援課 障害者福祉ホーム運営補助 1,608 1,608 64

障害福祉部 障害者支援課 訪問入浴サービス事業 67,038 67,038 65

障害福祉部 障害者支援課 障害者扶養共済制度 87,202 87,202 66

障害福祉部 障害者支援課 精神障害者社会適応訓練事業 788 788 67

障害福祉部 障害者支援課 地域活動支援センター運営事業 170,530 170,530 68

障害福祉部 障害者支援課 緊急時対応事業 9,545 9,545 69

障害福祉部 障害者支援課 障害者文化芸術講座 1,362 1,362 70

障害福祉部 障害者支援課 医療型短期入所整備促進事業 763 763 71

障害福祉部 障害者更生相談所 身体障害者手帳診断書無料交付 5,539 5,539 72

健康部 健康医療推進課 健康づくり組織育成事業 1,303 1,303 73

健康部 健康医療推進課 地域・職域連携事業 780 780 74

健康部 健康医療推進課 健康さかい21健康支援事業 6,872 6,872 75

健康部 健康医療推進課 健康さかい21推進事業 171 171 76

健康部 健康医療推進課 地域保健対策事業 1,192 1,192 77

健康部 健康医療推進課 健康都市づくり関連事業（本庁） 6,000 6,000 78

健康部 健康医療推進課 骨粗しょう症予防検診 1,332 1,332 79

健康部 健康医療推進課 健康推進・がん対策推進事業 67,043 57,006 80

健康部 健康医療推進課 健康診査・保健指導事業 3,858 3,858 81

健康部 健康医療推進課 健康増進栄養事業（本庁） 3,492 3,492 82

健康部 健康医療推進課 食育推進事業（本庁） 880 880 83

健康部 健康医療推進課 成人保健指導事業（本庁） 3,057 2,991 84



部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
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頁

その他事業一覧

健康部 健康医療推進課 歯科口腔保健事業（本庁） 5,698 5,698 85

健康部 健康医療推進課 胃がんリスク検査 15,330 13,276 86

健康部 健康医療推進課 前立腺がん検査 7,624 3,186 87

健康部 健康医療推進課 受動喫煙対策事業 1,434 1,434 88

健康部 健康医療推進課 がん検診（本庁） 1,214,014 867,806 89

健康部 健康医療推進課 医療計画推進事業 2,140 2,140 90

健康部 健康医療推進課 口腔保健センター補助事業 47,940 47,940 91

健康部 健康医療推進課 救急医療対策事業 472,406 256,342 92

健康部 健康医療推進課 看護師確保対策事業 39,900 39,900 93

健康部 健康医療推進課 堺市立病院機構運営費負担事業 2,691,942 2,691,942 94

健康部 斎場 堺市立斎場墓地等維持管理 3,862 3,862 95

健康部 斎場 斎場管理運営 627,022 626,741 96

健康部 精神保健課 自殺対策事業 5,851 5,851 97

健康部 こころの健康センター こころの健康センター地域支援事業 24,709 21,202 98

健康部 こころの健康センター 精神医療審査会 16,630 16,119 99

健康部 こころの健康センター 依存症対策支援事業 2,777 2,777 100

健康部 こころの健康センター ひきこもり支援事業 17,316 17,167 101

健康部 保健医療課 難病患者支援事業（本庁） 9,713 9,713 102

健康部 保健医療課 被爆者健診事業（本庁） 239 239 103

健康部 保健医療課 特定医療費（指定難病）助成事業 1,932,060 1,702,176 104

健康部 保健医療課 骨髄移植普及促進事業 2,184 2,184 105



部名称 課名称 事業名称
令和3年度
要求額
（千円）

令和3年度
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頁

その他事業一覧

健康部 保健医療課 療養生活環境整備事業 35,997 35,997 106

健康部 保健医療課 医療相談窓口運営事業 5,232 5,232 107

健康部 保健医療課 公害保健福祉事業 10,381 10,381 108

健康部 保健医療課 石綿検診事業 2,373 2,373 109

健康部 感染症対策課 新型インフルエンザ対策事業 1,228 1,228 110

健康部 感染症対策課 エイズ予防対策 3,234 3,234 111

健康部 感染症対策課 風しん感染予防対策事業 110,437 110,437 112

健康部 食品衛生課 食品衛生許可・監視指導 22,183 22,183 113

健康部 食品衛生課 食品衛生知識の普及 1,821 1,821 114

健康部 動物指導センター 狂犬病予防対策 19,698 19,698 115

健康部 動物指導センター 動物愛護啓発事業 7,805 7,805 116

健康部 環境薬務課
環境衛生関係施設許認可及び監視指
導事業

12,949 12,949 117

健康部 環境薬務課 公衆浴場衛生確保事業 3,500 3,500 118

健康部 環境薬務課
薬事・毒物劇物関係許認可及び監視
指導事業

3,069 3,069 119

健康部 環境薬務課
シンナー・覚醒剤等乱用防止啓発事
業

218 218 120

健康部 生活衛生センター 衛生害虫等啓発事業 17,005 16,955 121

健康部 衛生研究所 食品・医薬品検査 6,706 6,706 122

健康部 衛生研究所 環境検査 26,062 26,062 123

健康部 衛生研究所 衛生研究所管理運営 46,050 46,002 124



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R　～　R

会場使用料

消耗品費、通信運搬費等

1,000

209

1,000

155

委託料

合計 5,448 5,367

関連事業：

その他　特記事項

平成29年度社会福祉法改正
H28.4　大阪府より8法人移管
事業の継続実施

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

3,216

320

156

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・健康福祉総務課

5,367

令和2年度予算額

4,904

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,448
事業名 法人監査事務

社福法人向け説明会経費

指導監査同行会計年度任用職員

事業

概要

○社会福祉法人・施設に対し、関係法令等の遵守や社会の
ニーズに対応し、適正な事業の運営を行っているか等を確認
し、必要に応じ、指導及び助言を行うことにより、適正な社会
福祉法人・施設の運営と社会福祉事業等の健全な運営の確
保を図る。

○社会福祉法人・施設等の指導監査事務
社会福祉法に基づく社会福祉法人の指導監査業務並びに老
人福祉法、児童福祉法、就学前の子どもに関する教育・保育
等の総合的な提供の推進に関する法律及び生活保護法に
基づく各社会福祉施設の指導監査業務
○社会福祉法人の設立認可等監理関係事務
社会福祉法人の設立、解散、合併や定款変更の際の申請又
は届出の受付、基本財産の処分、担保提供の承認、社会福
祉事業に供する不動産使用証明の発行等

年々増加する監査対象法人、施設に対し適切な指導監査を
継続して実施するために必要な経費を要求する。

法人監査会計管理業務

その他

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

Surface借上料

指導監査研修参加経費等

会計年度任用職員

199

402

報酬、費用弁償（通勤費）

機器借上料等

費用弁償、旅費

報酬、期末手当、費用弁償（通勤費）3,189

165

347

362

95

基本計画
　施策番号

　 　

1



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R2　～　R4

報酬等

研修講師謝礼金、研修参加費

71757

255

ETCカード使用料、電子書籍のオンライン使用料

255

5,118

合計 175,312 167,436

関連事業：生活保護適正化（各区）

その他　特記事項

H23 面接相談員の拡充（7名増）
H24 医療扶助相談・指導員配置
H29 居住生活サポート事業実施

事業の随時見直し・継続
実施

スケジュール（経過及び今後展開）

システム委託料、居住生活サポート事業等

費用弁償、普通旅費

コピー用紙、書籍、修繕料等7,849

14,379

2,118

491

141,627

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

通知等送付通信運搬費

127,000

： 健康福祉局・生活援護管理課

167,436

令和2年度予算額

要求額（千円）

117,708

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

175,312
事業名 生活保護適正化（本庁）

人件費

役務費

事業

概要

生活保護の適正化の推進を図るため、体制強化や給付のた
めのシステム整備、医療扶助の支給に関する点検等の充実
に努めることにより適切な運営を行い、最後のセーフティネッ
トとして市民の信頼を得ることを目的とする。

＜レセプトを活用した医療扶助適正化事業＞レセプト点検を専門業者に委託し、点検の強化を図る。ま
た、有資格者を施術点検員として雇用し、内容点検等に従事させることで医療扶助の適正化を図る。
＜医療扶助適正実施推進事業＞薬剤師資格をもつ「医療扶助相談・指導員」を雇用し、調剤の重複処
方のチェックや各ケースワーカーからの調剤に関する相談等の業務に従事させることで医療扶助の適
正化を図る。
＜居宅介護支援計画点検等充実事業＞専門の調査員を雇用し、ケアプランチェック等の業務に従事さ
せることで介護扶助の適正化を図る。
＜体制整備強化事業＞生活保護面接相談員を雇用し、専門的な面接相談業務に従事させることで、
真に保護を要する者が適切に保護を受けることができる体制を整備する。
＜収入資産・扶養義務調査等充実事業＞専門の調査員を雇用し、被保護者の年金・手当等の受給権
の調査や扶養義務者への援助依頼等に従事させることで生活保護の適正化を図る。
＜関係職員研修・啓発事業＞経験年数別ケースワーカー研修の実施・派遣研修への参加等を通じて
優れた人材の育成を行う。
＜居住生活サポート事業＞長期入院等となっている被保護者の退院促進・地域移行支援を委託事業
として実施する。
＜被保護者健康管理支援事業＞被保護者の健康関連データの分析に基づき、健康上の課題を抱えて
いると思われる者を抽出し、健康に関する支援を実施することで、健康状態を向上させることを目的とし
て実施する。

生活保護の適正化の推進を図るために必要な人件費、事務
経費を予算要求する。

使用料

その他

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

業務委託料

旅費

需用費

13,912

2,006

491

153,473

基本計画
　施策番号

2-(6) 　 　

2



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

339,900 44,824

事業名 老人医療扶助費

老人医療助成費（扶助費）

事業

概要

高齢者の健康の保持及び福祉の増進を図る。

平成30年4月大阪府福祉医療費助成制度の再構築により制度廃止。（令和3年3月31日まで経過措置
有）
65歳以上の高齢者が、健康保険証を使って医療機関等にかかったときの医療費の一部を助成する。
(所得制限あり)
【一部自己負担額】
１医療機関あたり1日500円まで。ただし、複数医療機関を受診し、1人につき月額上限の3,000円を超え
た分は、申請により還付。（事前の口座登録による自動償還）
【助成対象】
・障害者医療費助成制度に該当する方
・ひとり親家庭医療費助成制度に該当する方
・難病の患者に対する医療等に関する法律に規定する指定難病または特定疾患治療研究事業実施要
綱に規定する疾患を有する方（一部の疾患のみ対象）
・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による結核医療を受けている方（入院勧
告による結核入院医療の場合は対象外）
・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による精神通院医療を受けている
方

・令和3年3月31日経過措置終了後、月遅れ請求のみとなる
ため、減少を考慮。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局 医療年金課

44,824

令和2年度予算額

333,126

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

339,900

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 339,900 44,824

関連事業：

その他　特記事項

昭和47年1月1日施行
平成30年4月1日制度廃止
（令和3年3月31日まで経過
措置有）

スケジュール（経過及び今後展開）

令和3年3月31日経過措置終
了

　R　～　R

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　

3



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

2,098,325 1,973,233

事業名 障害医療扶助費

障害医療助成費（扶助費）

事業

概要

重度障害者の健康の保持及び福祉の増進を図る。

下記の障害者の方が、健康保険証を使って医療機関等にかかったときの医療費の一部
を助成する。（所得制限あり）
【一部自己負担額】
１医療機関あたり1日500円まで。ただし、複数医療機関を受診し、1人につき月額上限の
3,000円を超えた分は、申請により還付。（事前の口座登録による自動償還）
【助成対象】
・身体障害者手帳の等級が１級又は２級に該当する方
・知的障害の程度が重度の方(療育手帳でA判定)
・知的障害の程度が中度(療育手帳でB１判定)で身体障害者手帳を
　持つ方
・精神障害者保健福祉手帳の等級が1級に該当する方
・特定医療費（指定難病）受給者証又は特定疾患医療受給者証を持つ方で障害年金1級
第9号又は特別児童扶養手当1級第9号に該当する方

・過去の給付実績から推計した1人当たりの助成額に対象者
数を乗じて要求。
・令和3年度大阪府福祉医療費助成制度の改正により、精神
病床への入院を助成対象とする見直し、及び、住所地特例に
ついて国民健康保険法に準ずる見直しを行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

2,022,248

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,098,325

： 健康福祉局 医療年金課

1,973,233

令和2年度予算額

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 2,098,325 1,973,233

関連事業：

その他　特記事項

昭和49年1月1日施行
平成30年4月1日制度改正

現行制度継続

スケジュール（経過及び今後展開）

基本計画
　施策番号

令和3年4月1日制度改正

　R　～　R

2-(5) 　 　

4



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(5) 　 　

令和3年4月1日制度改正

　R　～　R

合計 567,547 533,465

関連事業：

その他　特記事項

昭和55年10月1日施行
平成30年4月1日制度改正

現行制度継続

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局 医療年金課

533,465

令和2年度予算額

564,579

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

567,547
事業名 ひとり親家庭医療扶助費

ひとり親家庭医療助成費（扶助費）

事業

概要

ひとり親家庭の生活の安定と児童の健全な育成を図る。

ひとり親家庭の児童(18歳に達した日以後最初の3月31日ま
で）と、その児童の父又は母もしくは養育している人が、健康
保険証を使って医療機関等にかかったときの医療費の一部
を助成する。（所得制限あり）

【一部自己負担額】
１医療機関あたり月2日を限度に1日500円まで。ただし、複数
医療機関を受診し、1人につき月額上限の2,500円を超えた分
は、申請により還付。（事前の口座登録による自動償還）

・過去の給付実績から推計した1人当たりの助成額に対象者
数を乗じて要求。
・令和3年度大阪府福祉医療費助成制度の改正により、精神
病床への入院を助成対象とする見直しを行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

567,547 533,465

5



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

3-(1) 　 　

令和3年4月1日制度改正

　R　～　R

合計 3,141,334 2,919,107

関連事業：

その他　特記事項

H5.10.1　乳幼児医療費助成制度施行
H22.7.1　子ども医療費助成制度施行
　　　　　助成対象を中学校卒業まで拡充
H31.4.1　助成対象を高校生世代まで拡充

現行制度継続

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局 医療年金課

2,919,107

令和2年度予算額

3,148,564

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,141,334
事業名 子ども医療扶助費

子ども医療助成費（扶助費）

事業

概要

子どもの健康の保持増進及び子育てに係る経済的負担の軽
減を図る。

18歳（18歳に達した日以後の最初の3月31日）までの子ども
が、健康保険証を使って医療機関等にかかったときの医療
費の一部及び入院時の食事療養にかかる自己負担分を助
成する。

【一部自己負担額】
1医療機関あたり月2日を限度に1日500円まで。ただし、複数
医療機関を受診し、1人につき月額上限の2,500円を超えた分
は、申請により還付。（事前の口座登録による自動償還）

・中学生までの過去の給付実績から推計した助成額に、高校
生世代の見込みを考慮して要求。
・令和3年度大阪府福祉医療費助成制度の改正により、精神
病床への入院を助成対象とする見直しを行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

3,141,334 2,919,107

6



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(3) 　 　

事業名 社会福祉協議会運営補助

堺市社会福祉協議会補助金

堺市社会福祉協議会区事務
所設置運営事業補助金

事業

概要

地域福祉を推進する中核団体である堺市社会福祉協議会の
運営に要する経費の一部を補助することにより、協議会の業
務の円滑な実施の確保を通じて、市民の自主的な活動がよ
り一層活発に行われるような環境の整備を図り、本市の地域
福祉の向上に寄与する。

＜社会福祉協議会補助金＞
堺市社会福祉協議会の職員人件費及び事務経費の一部を
補助する。
＜社会福祉協議会区事務所設置運営事業補助金＞
堺市社会福祉協議会の各区事務所の設置運営に係る経費
の一部を補助する。
＜堺市総合福祉会館管理運営補助金＞
堺市総合福祉会館の管理運営に係る経費の一部を補助す
る。

＜堺市社会福祉協議会補助金＞
人件費のうち、一部を委託事業へ移管
＜堺市総合福祉会館管理運営補助金＞
・中長期保全計画に基づく工事請負費・委託料の減
・4階空調設備工事、受変電設備入替工事、電話交換機更新
工事、2階トイレ洋式化工事

堺市総合福祉会館管理運営補助金

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

令和元年度決算額

債務負担行為

： 健康福祉局・長寿支援課

554,003

令和2年度予算額

487,880

局・課名

令和3年度要求額

17,468

420,570 212,061

事務所賃借等経費(駐車場含む）13,031千円

829,347

事務所共益費等経費等 4,437千円

区事務所人件費　76,235千円

事務経費　10,046千円

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

要求額（千円）

堺市総合福祉会館天井耐震改修事業補助

合計 829,347 554,003

関連事業：

その他　特記事項

S61 堺市総合福祉会館竣工
H18～　順次、各区事務所設置
中長期保全計画に基づく大規模
改修開始

中長期保全計画に基づく
大規模修繕の継続

スケジュール（経過及び今後展開）

中長期保全計画に基づく大
規模修繕の継続

　R　～　R

事務局人件費　238,193千円

保全工事費　　122,313千円

2階トイレ工事　　9,678千円

管理運営費　80,070千円

58,875 0

331,154 324,474

18,748
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(3) 　 　

地域福祉推進事業について
見直し

　R　～　R

合計 38,237 34,598

関連事業：

その他　特記事項

地域福祉推進事業補助金（H2
～） 地域のつながりハート事業
補助金(H11～) 日常生活自立支
援事業補助金（H12～） ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
ﾈｯﾄﾜｰｸ推進事業補助金(H13～)

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

3,150

7,116

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・長寿支援課

34,598

令和2年度予算額

32,211

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

38,237
事業名 社会福祉協議会事業補助

地域のつながりハート事業補助金

日常生活自立支援事業補助金

事業

概要

堺市社会福祉協議会が実施する「地域のつながりハート事
業」「ボランティアネットワーク推進事業」「日常生活自立支援
事業」に対して補助を行い、地域福祉の推進を図る。

○地域のつながりハート事業（地域活動備品整備事業）
地域のつながりハート事業の推進を目的に、校区福祉委員会の地域活動に
必要な備品の整備について助成
※介護保険制度改正に伴い、平成27年度より、事業の一部を介護保険事業
特別会計に組替え。
○ボランティアネットワーク推進事業
ボランティア相談コーナーの円滑な運営等、ボランティア・市民活動の推進に
努める。
○日常生活自立支援事業
判断能力が十分でない認知症高齢者や知的障害者等が地域で安心して生
活を営めるよう、福祉サービスの利用手続きの援助、日常の金銭管理等を実
施

引き続き、堺市社会福祉協議会が実施する上記事業に対し
補助を行い、地域福祉の推進を図る。
なお、地域福祉推進事業については新型コロナウイルス感
染症の状況に鑑み、次年度については今後の手法を検討す
るため予算要求を見送る。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

ボランティアネットワーク推進事業補助金

地域福祉推進事業補助金

9,300

18,671

0

8,300

17,278

9,020

8



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(3) 　 　

第4次地域福祉計画の進捗
管理、計画の広報、周知

　R　～　R

会計年度OB職員等

6363 懇話会資料送付等

合計 3,916 3,653

関連事業：

その他　特記事項

第4次地域福祉計画の進捗
管理及び地域福祉計画の広
報、周知。

第4次地域福祉計画の進
捗管理、計画の広報、周
知

スケジュール（経過及び今後展開）

300

327

300

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・長寿支援課

3,653

令和2年度予算額

11,805

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,916
事業名 地域福祉計画推進

報酬

旅費

事業

概要

市民等への地域福祉計画の浸透により、地域福祉活動の活
性化及び地域福祉計画を効果的に推進する。

学識や関係団体等の委員で構成される懇話会において、第4
次地域福祉計画の進捗管理とその評価を行う。また、より一
層地域福祉活動を推進していくために、市民、団体、事業者
等への計画の理念・基本的な考え方等の浸透を図るため、
計画の広報周知を行う。

第4次地域福祉計画の進捗管理及び全市的な地域福祉計画
の広報、周知のための経費を要求する。

役務費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

需用費

職員手当

報償費

2,610

316

会計年度OB職員通勤手当、厚労省会議等

消耗品費

会計年度OB職員

懇話会委員謝礼金220

2,712

316

242

100

9



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

36,856 53,033

事業名 暮らしのセーフティネット

委託料

事業

概要

地域福祉のキーパーソンとしてコミュニティソーシャルワー
カー（以下「CSW」と表記。）を設置し、専門相談機関が個別課
題の対応により専門性を発揮できる環境づくりを進める。加
えて、見守りや声かけなど近隣住民や地域の協力を得て、支
援を必要とする人ができるだけ地域生活を維持・継続できる
ことをめざす。

「堺あったか ぬくもりプラン４（第４次堺市地域福祉計画・第６
次堺市社会福祉協議会地域福祉総合推進計画）」の重点施
策である「包括的な相談支援体制の構築」を推進するうえで
のキーパーソンであるＣＳＷを堺市社会福祉協議会の区事
務所に配置し、専門相談機関等と連携して事業を推進する。

引き続き、全区(7区)の社会福祉協議会区事務所に配置され
ているCSWのアウトリーチ支援及び社会参加支援にかかる
経費を要求する。
なお、令和3年度から社会福祉協議会運営補助金の人件費
の一部を本事業へ移管する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・長寿支援課

53,033

令和2年度予算額

43,998

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

36,856

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 36,856 53,033

関連事業：包括的支援事業（長寿支援課）

その他　特記事項

・全区に配置
・地域福祉型研修センター機
能の継続実施

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

CSW人件費、活動支援費、CSW活動費

基本計画
　施策番号

2-(3) 2-(6) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(3) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

その他

民生委員児童委員活動補助金

研修等運営業務委託料

88,830

8,591

永年勤続表彰記念品、解職民生委員謝礼品等

旅費、消耗品費、負担金等

4,350

88,830

8,069

656

415

事業名 民生委員児童委員活動

民生委員児童委員活動負担金

永年勤続表彰記念品等

事業

概要

民生委員児童委員活動の目的（地域に根差した福祉活動を
展開することで、誰もが安心して暮らすことのできる地域社会
づくりをめざす）を果たすため、民生委員児童委員が活動し
やすい環境づくりに取り組む。

民生委員児童委員を対象として、委員の資質向上を図る研
修会や会議等を開催する。また、委員活動の費用弁償として
活動費を負担する。

引き続き、民生委員児童委員活動のための環境整備や、民
生委員児童委員の資質向上のため、研修を行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・長寿支援課

102,320

令和2年度予算額

101,277

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

102,522

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

4,450

220

431

合計 102,522 102,320

関連事業：

その他　特記事項

民生委員児童委員活動の支
援

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

11



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

5-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

報酬

消耗品費

委託料

2,755

218

封筒等印刷

会計年度任用職員2名

調査ファイル等

封入委託767

2,488

218

704

3,389

事業名 避難行動要支援者調査事業

通信運搬費

印刷製本費

事業

概要

 災害に強い安全・安心な都市の構築に向けて、「防災」や
「減災」の取組として、避難行動要支援者リストを作成し、災
害時の安否確認に役立てる。
  また、当該事業により、災害に備えて地域・行政で個人情報
を共有し、自助・共助の取組の一助とする。

（１）避難行動要支援者リストの作成
　避難行動要支援対象者（市内の独居高齢者、介護認定を受けて
いる人、障害者など）のリストを作成する。
（２）避難行動要支援者調査の実施
 校区の民生委員児童委員長、自治会校区代表者、校区福祉委員
長の三者の賛同を得られた校区で事業を実施。
　対象者に事業の説明と地域支援者への個人情報の提供について
の同意・署名欄を含む「避難行動要支援者登録申請書」を郵送す
る。申請を基に避難行動要支援者一覧表を作成して地域・行政で共
有し、災害の発生に備え、日常の見守り活動や自主防災活動など
地域の取組に活用する。

・避難行動要支援者リストの印刷（年１回）、データ更新（年４
回）
・避難行動要支援者調査について、新たに要支援者の対象
となった者及び5年以上前に訪問調査に同意しなかった者へ
の状況確認のための再調査を実施するための予算要求を行
う。

職員手当

費用弁償

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・長寿支援課

8,251

令和2年度予算額

5,307

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,527

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

553

924

779

合計 5,527 8,251

関連事業：

その他　特記事項

R2～　市内全92校区にて訪
問調査を実施。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

全校区において訪問調査を
実施。5年ごとに不同意者へ
の状況確認再調査を実施。

　R　～　R

送信＠84円×18,000人　返信＠99円×9,000人他

会計年度任用職員通勤費

451

234

220

78

会計年度任用職員期末手当
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

・中核機関として、関係機関・
団体等と連携し、地域連携
ネットワークの構築を図る
・相談支援の継続実施

合計 13,997 13,087

関連事業：包括的支援事業（長寿支援課）

その他　特記事項

・成年後見制度利用促進基本計
画における中核機関に位置付け
・権利擁護サポートセンターの運
営

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・長寿支援課

13,087

令和2年度予算額

13,566

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

13,997

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

13,032

事業名 権利擁護サポートセンター

旅費

事業

概要

地域の相談機関等に対する専門相談・支援や成年後見制度
の利用促進を行うことで、市民の権利擁護を図る。

（１）広報業務
権利擁護（虐待・成年後見制度を含む。）に関する広報・啓発、研
修・情報提供等
（２）相談業務
法律職（弁護士・司法書士）と福祉職（社会福祉士）による相談支
援、後見受任や債務整理等の調整
（３）後見人支援業務
養成講座の実施、市民後見人バンクの運営、受任調整、後見活動
への支援、親族後見人の支援（専門相談、親族後見人研修会）
（４）センターの運営に関する業務
（５）その他
行政、相談機関、福祉事業者との連携、関係機関・団体等との調整

成年後見制度利用促進基本計画に基づき、権利擁護サポー
トセンターを中核機関として位置付け、各種業務を実施する
上で、必要な経費を要求する。

事業費（千円）

債務負担行為
要求額（千円）

委託料

55

13,942 センター運営業務等委託料

55

基本計画
　施策番号

2-(3) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：戦傷病者・戦没者遺族等援護（各区）

第11回特別弔慰金の受付、国庫
債券の配布事務
堺市遺族会解散、戦没者・戦災
物故者追悼平和祈念式典の開
催

　R　～　R

堺市戦没者・戦災物故者追悼平和祈念式典費用全般

合計 5,682 3,766

その他　特記事項

第11回特別弔慰金の受付、
国庫債券の配布事務
事業の継続実施

事業の継続実施
第11回特別弔慰金の受
付、国庫債券の配布事務

スケジュール（経過及び今後展開）

1,290

1,975

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・長寿支援課

3,766

令和2年度予算額

3,410

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,682
事業名 戦傷病者・戦没者遺族等援護（本庁）

戦没者追悼平和祈念式典関連

特別弔慰金・給付金関連

事業

概要

戦没者・戦災死没者を追悼し、平和の尊さを訴え続けるととも
に、戦傷病者や戦没者遺族等の援護増進を図る。

・堺市戦没者・戦災物故者追悼平和祈念式典
・援護関連費用
・特別弔慰金・特別給付金関係
・堺市遺族会、堺原爆被害者の会に対する補助

・前年度に引き続き、戦傷病者や戦没者遺族等の援護増進
のための事業予算を要求する。
・来年度、戦没者・戦災物故者追悼平和祈念式典の実施方
法の見直しによる経費削減。
・堺市遺族会が令和3年4月に解散予定。補助金が1/12に削
減。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

援護関連費用

補助金

2,032

385 慰霊碑植木剪定委託等
227

1,027

376

2,136

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(3) 5-(5) 　 　

市町村再犯防止等推進会議
等へ参画
市町村計画に基づく取組の
実施

　R　～　R

保護司会・更生保護女性会

合計 1,464 1,370

関連事業：

その他　特記事項

市町村再犯防止等推進会議、同
会議の分科会として矯正施設所
在自治体会議へ参画
市町村計画策定

市町村再犯防止等推進会
議等へ継続的に参画
市町村計画に基づく取組
の実施

スケジュール（経過及び今後展開）

106

20

10

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・長寿支援課

1,370

令和2年度予算額

1,351

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,464
事業名 再犯防止推進事業

補助金

需用費

事業

概要

国民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心し
て暮らせる社会の実現に寄与することを目的に、再犯の防止
等の推進に関する法律（以下「推進法」という。）及び国の再
犯防止推進計画に基づき、市町村計画の策定及び再犯防止
施策推進体制構築に向けた事業及び犯罪や非行のない明る
い地域社会づくりの啓発活動を推進することにより、犯罪をし
た者等の円滑な社会復帰を促進する。

・市町村再犯防止等推進協議会に参加することにより、再犯
の防止等の推進に関する政策の企画及び実施並びに実施
に当たっての諸課題等について，法務省及び市町村（特別区
を含む。）が協議を行い，国及び市町村の同政策の効果的か
つ効率的な推進を図るとともに，国及び市町村間で再犯防止
に係るネットワークを構築する。
・推進法に基づき、関係団体等と連携し、再犯防止施策を推
進する。
・堺市保護司会連絡協議会、堺市更生保護女性会の活動等
に対する補助金及び「社会を明るくする運動」に対する負担
金を支出する。

市町村計画に基づく取組の一貫として、社会を明るくする運
動や保護司会、更生保護女性会の活動支援にかかる費用を
要求。
また、矯正施設等との協議にかかる費用を要求。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

役務費

負担金

旅費

920

408

庁内連絡会議、関係団体会議用消耗品

関係団体会議用通信運搬費

社会を明るくする運動負担金、再犯防止等推進会議参加負担金

矯正施設所在自治体会議等参加12

920

408

20

10

15



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　

その他

事業

概要

高齢者にとって教養の向上やレクリエーション活動の身近な
拠点である老人集会所を、市民協働のもと、効率的かつ効果
的に運営することを目的とする。

市内23カ所に設置された市立老人集会所の施設維持管理を
行う。
運営については、校区老人クラブ連合会等に委託しており、
施設の維持管理（各種点検や修繕等）については、市が実施
する。

施設の維持管理に必要な経費について、予算計上する。

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

市立老人集会所は新たな整備を行わず、市からの補助金を活用して地域住民
が自主的に設置運営する「老人集会室整備運営補助」に転換していく方針で
ある。

事業名 老人集会所運営

施設等修繕費

事業費（千円）

　R　～　R

（単位：千円）

要求額（千円）

1,000 700

： 健康福祉局・長寿支援課

2,642

令和2年度予算額

3,298

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,294

0

599

2年度予算

695

220

752

970

委託料

合計 2,294 2,642

その他　特記事項

既存の23施設について、運
営を実施。

同左

スケジュール（経過及び今後展開）

同左

関連事業：老人集会室整備運営補助、高齢者福祉事務管理経費

3年度要求額 内容・積算等

工事請負費
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

43,000 37,000

事業名 老人集会室整備運営補助

老人集会室整備補助金

事業

概要

高齢者にとって自らの教養の向上やレクリエーション活動の
身近な拠点である老人集会室を整備することにより、高齢者
の生きがいづくりや介護予防に資することをめざす。

高齢者の身近な活動拠点として、老人集会室の整備等を地域住民
が行う際に要する費用等を助成する。
なお、老人集会室（または市立老人集会所）は、小学校区に1か所
を基準とする。
１．新築・増築・改修整備
・補助対象経費：建物工事費や初度調弁費　・補助率：10/10
・補助限度額：①単独整備：28,000千円
　　　　　　　　　②併設整備：新築20,000千円、増築整備20,000千円
　　　　　　　　　　 改修整備10,000千円
２．大規模改修
・補助対象経費：建物工事費　・補助率：10/10
・補助限度額：3,000千円

予定されている校区において、老人集会室の整備に必要な
予算要求を行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・長寿支援課

37,000

令和2年度予算額

34,520

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

43,000

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 43,000 37,000

関連事業：老人集会所運営、高齢者福祉事務管理経費

その他　特記事項

これまでに市内52校区に老
人集会室を整備。

同左

スケジュール（経過及び今後展開）

未整備の校区や老人集会所
の廃止が予定されている校
区において、老人集会室の
整備を進める。

　R　～　R

新築、大規模改修
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　

継続実施

　R　～　R

合計 722 421

関連事業：

その他　特記事項

令和元年度は、5人の対象者
に給付金を支給している。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・長寿支援課

421

令和2年度予算額

533

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

722
事業名 外国人高齢者給付金

通信運搬費

事業

概要

国民年金法の改正により、国籍条項が撤廃され、外国人にも
国民年金法が適用されたが、年金制度上の理由により、老
齢年金等を受給できない在日外国人の福祉の向上を図る。

年金制度上の理由により、老齢年金等を受給できない在日外国人
高齢者に対して、次のとおり給付金を支給する。
≪対象者≫市内在住の大正15年（1926年）4月1日以前に生まれた
方で、次のいずれかに該当する方
①日本国籍を持たない方で、昭和57年1月1日以前から平成24年7
月8日までに、廃止前の外国人登録法の規定による登録をし、同月
9日以降、引き続き日本国内に居住する外国人住民
②昭和57年1月1日以前に廃止前の外国人登録法の規定による登
録をし、同日以後に帰化した方。
※ただし、生活保護の受給者、一定額の公的年金等の受給者及び
養護老人ホーム等入所者などは対象外
≪給付額≫月額1万円（年間12万円）

昨年度の実績に基づき、予算要求を行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

扶助費

2

720 給付金

1

420
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

現指定期間（～令和３年度）
満了に伴う、施設管理運営
のあり方の見直し（民営化公
募）

　R　～　R

指定管理料等

委員報酬

0

327

2,500

327

土地建物不動産鑑定料

合計 232,259 227,324

関連事業：

その他　特記事項

指定管理者の選定により令
和3年度の指定管理者の決
定

施設のあり方方針に則っ
た運営（民営化）

スケジュール（経過及び今後展開）

1,400

65

300

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・長寿支援課

227,324

令和2年度予算額

224,823

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

232,259
事業名 八田荘老人ホーム管理運営

八田荘老人ホーム管理運営業務

負担金補助及び交付金

事業

概要

老人福祉法に基づく養護老人ホームにおいて、環境上や経
済的理由により、居宅で生活することが困難な６５歳以上の
高齢者を養護し、自立した日常生活の営みや社会的活動へ
の参加に向けた指導・援助を行うことにより、福祉の向上を
図ることを目的とする。

環境上や経済的理由により、居宅で生活することが困難な６
５歳以上の高齢者を養護するため、老人福祉法に基づく市立
の養護老人ホームを運営し、日常生活の場を提供するととも
に、自立した日常生活や社会的活動への参加に向けた指
導・援助を行う。
なお、施設の管理運営については、運営経費の削減や入所
者へのサービスの向上を図るため、平成２１年度から指定管
理者制度を導入している。

令和2年度指定管理者選定時における企画提案内容をベー
スとして、指定管理料等の予算要求を行う。

手数料

報酬

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

備品購入費

修繕料

委託料

224,667

3,000

自販機光熱水費負担金

施設等修繕　(随時発生分）

樹木伐採、建築物法定点検他1,150

224,782

1,000

65

0

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

指定管理による運営

　R　～　R

指定管理料等

合計 333,255 334,041

関連事業：

その他　特記事項

次期指定管理者の公募 指定管理による運営

スケジュール（経過及び今後展開）

3,000

0

2,251

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・長寿支援課

334,041

令和2年度予算額

417,290

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

333,255
事業名 老人福祉センター管理運営

施設管理運営業務委託料

Wi-Fi利用料

事業

概要

・高齢者の自立と社会参加の支援を図ること。
・高齢者の健康等に関する各種相談に応じるとともに、健康
講座の開催や各種趣味活動による健康の増進、教養の向
上、レクリエーションのための便宜を総合的に供すること。

指定管理者により老人福祉センター（市内7か所）の管理運
営を行う。

（事業内容）
・貸室
・介護予防や健康増進、教養向上に資する講座・教室等の開
催
・健康相談の実施
・交流事業の開催（バンパー交流大会、演芸交流会等）
・入浴サービス

・指定管理者候補者からの企画提案（令和２年度公募実施）
に基づき指定管理料を予算計上する。
・施設の老朽化に伴う修繕や改修に係る経費について、必要
性や優先度を考慮のうえ予算計上する。
・センター内でのWi-Fiランニング経費を予算計上する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

その他

施設修繕料

施設改修等工事費

325,504

2,500

2,500

330,057

0

823

661

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

第4次中・長期計画に基づ
き、補助を実施予定。

　R　～　R

合計 50,130 47,630

関連事業：

その他　特記事項

中・長期計画を踏まえ、補助
金額を減額した。
団体において、令和2～6年
度の中・長期計画を策定。

第4次中・長期計画に基づ
き、補助を実施予定。

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・長寿支援課

47,630

令和2年度予算額

50,130

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

50,130
事業名 シルバー人材センター運営補助

運営補助金

事業

概要

就業を通じて高齢者（堺市内に在住する60歳以上の会員）の
健康・生きがいの充実や社会参加をすすめ、活力ある地域
社会づくりに寄与することを目的とする。

臨時的かつ短期的またはその他の軽易な業務に係る就業を
通じて自己の労働能力を活用し、自らの生きがいの充実や
社会参加を希望する高齢者の就業機会の増大と福祉の充実
を図るとともに、高齢者の能力を活かした活力ある地域社会
づくりに寄与することをめざし運営されている、シルバー人材
センター職員の人件費及び運営費の一部について助成する
もの。

団体が令和2年度に策定した第4次シルバーフィールドプラン
を踏まえた事業展開を行うための補助を行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

負担金

50,000

130 全国シルバー会費50千円、大阪府シルバー会費80千円

47,500

130

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

令和3年度　岐阜大会

　R　～　R

役員旅費

合計 17,209 15,083

関連事業：

その他　特記事項

平成29年度　秋田大会
平成30年度　富山大会
令和元年度　和歌山大会
令和2年度　岐阜大会（延期）

令和4年度　神奈川大会

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・長寿支援課

15,083

令和2年度予算額

12,757

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

17,209
事業名 全国健康福祉祭派遣事業

普通旅費

事業

概要

全国健康福祉祭に選手団を派遣することにより、本市高齢者
の健康の保持・増進、生きがいづくりの推進に寄与することを
目的とする。

堺市・各種競技団体・堺市老人クラブ連合会等からなる全国健康福
祉祭堺市実行委員会を結成し、堺市代表選手の選考並びに派遣を
行う。（※派遣人数は役員を除く。）
平成28年度　長崎大会　派遣種目数20種目 派遣人数　142人
平成29年度　秋田大会　派遣種目数24種目 派遣人数　117人
平成30年度　富山大会　派遣種目数21種目 派遣人数　134人
令和元年度　和歌山大会　派遣種目22種目　派遣人数　135人

昨年度実績をもとに、開催地までの旅費の変動を加味して予
算要求を行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

負担金

169

17,040 堺市実行委員会負担金

169

14,914

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

20,294 20,186

事業名 老人クラブ活動補助（本庁）

老人クラブ連合会補助金

事業

概要

堺市老人クラブ連合会が行う事業に対し助成することにより、
高齢者の幅広い社会活動の促進や市内の高齢者の自立を
支援し、もって明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上に資
することをめざす。

堺市老人クラブ連合会が行う次の事業に要する経費につい
て補助する。

【堺市老人クラブ連合会】
・高齢者の健康の増進、教養の向上、社会奉仕の推進を図
る事業
・老人クラブ活動に関する調査・広報活動事業
・地域社会との交流連帯を深めるための事業

昨年度予算額をベースとして、老人クラブ活動にかかる事業
費及び事務局人件費の一部について補助をする。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・長寿支援課

20,186

令和2年度予算額

18,879

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

20,294

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 20,294 20,186

関連事業：老人クラブ活動補助（各区）

その他　特記事項

昭和38年度より補助金交付 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

事務費、人件費
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

布袋温泉　その他

布袋温泉　維持管理経費

布袋温泉　工事請負費

41,140

1,454

調査委託料等

備品購入費等

施設修繕料等

空調設備工事等0

41,905

160

0

460

事業名 共同浴場運営

管理運営委託料

布袋温泉　調査検討

事業

概要

住民の保健衛生の向上及び生活環境の改善を図る。

堺市立共同浴場（布袋温泉）の管理運営について、平成18年
度から経費削減や利用者へのサービス向上のため指定管理
者制度を導入している。また、令和2年度末に現在の指定管
理期間が終了することから、指定管理者候補者選定委員会
を開催し、令和3～6年度の4年間の指定管理者候補者を公
募した。

共同浴場「布袋温泉」の運営に係る指定管理料を増額し、そ
の他施設の維持に係る修繕料を削減し、要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・長寿支援課

42,525

令和2年度予算額

47,598

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

48,744

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

1,000

5,000

150

合計 48,744 42,525

関連事業：

その他　特記事項

共同浴場「布袋温泉」の運営
令和3年度以降の指定管理
者の選定
施設のあり方調査

共同浴場「布袋温泉」の運
営
施設のあり方検討

スケジュール（経過及び今後展開）

共同浴場「布袋温泉」の運営
施設のあり方検討

　R　～　R

指定管理料等
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：緊急通報システム（介護保険事業特別会計） 　36,921千円

・事業の継続実施
・ペンダント交換事務

　R　～　R

保守管理業務等委託料

合計 23,512 45,673

その他　特記事項

事業の継続実施 ・事業の継続実施
・ペンダント交換事務

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

23,790

令和3年度要求額令和元年度決算額

23,512 45,673

令和2年度予算額

事業名 緊急通報システム

委託料

事業

概要

ひとり暮らし高齢者等に緊急事態が発生した場合に迅速か
つ適切な対応を行うことを目的に、高齢者宅に緊急通報装置
を設置して消防との連携を図り、安心して暮らせる生活の確
保を行う。

高齢者宅に緊急通報装置を設置し、緊急ボタン（消防が通報先）や相談ボタ
ン（委託業者が通報先）を押した際に、迅速かつ適切な対応を行う。
（対象者）
①おおむね６５歳以上の病弱等の一人暮らし高齢者又は高齢者のみの世帯
の方
②昼間又は夜間に独居（同居家族が就労・就学等のために日中又は夜間の
大半において不在）となるおおむね６５歳以上の病弱等高齢者
※利用に当たっては、２名の近隣協力員を登録する必要があるが、協力員が
いない場合は、委託業者が自宅の鍵を預かることにより、協力員の役割を担
う。
（委託内容）
装置の保守（取り付け、メンテナンス及び取り外し）、２４時間３６５日の健康相
談、緊急時の警備員の出動等。

令和元年度の実績件数及び見込み件数より増減の平均を算
出し、令和３年度の件数予測を基に、予算要求する。
また、平成17年に総務省によって電波法が改定され、経過措
置期間（令和4年11月末日）以降の対象無線送信機（ペンダ
ント）の使用が法令違反となることから、機器交換業務のため
のペンダント購入費の予算要求を行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

備品購入費

10,211

13,301

10,070

35,603

基本計画
　施策番号

局・課名 ： 健康福祉局・地域包括ケア推進課
2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

補助金

負担金（疾患センター関連）

研修参加負担金

10,213

7,242

認知症ケアパス等

指導者研修等受講補助金

認知症疾患医療センター運営事業
サポート医養成研修・認知症介護指導者養成研修900

10,194

7,242

405

463

事業名 認知症施策等総合支援事業

委託料

印刷製本費

事業

概要

認知症の方やその家族が住み慣れた地域で安心して生活を
継続していくために、必要な医療・介護の連携体制を構築、
地域における支援体制を充実させる。

　＜認知症介護実践者等研修事業＞
介護従事者に対して次の研修を行う。
①認知症介護基礎研修、②認知症介護実践者研修、③認知症介
護実践リーダー研修、④認知症介護指導者養成研修　ほか
　＜認知症地域医療支援事業＞
医療従事者に対して次の研修等を行う。
①認知症ｻﾎﾟｰﾄ医養成研修、②かかりつけ医認知症対応力向上研
修、③歯科医師・薬剤師認知症対応力向上研修、④看護職員認知
症対応力向上研修　ほか
　＜認知症疾患医療ｾﾝﾀｰ運営事業＞
認知症専門医療の提供と介護ｻｰﾋﾞｽ事業者との連携を担う中核機
関として、2病院を指定し、運営を行う。

本市では、引き続き、認知症になっても安心して暮らすことが
できる「認知症にやさしいまち堺」をめざし、令和元年6月に認
知症施策推進関係閣僚会議で決定された認知症施策推進
大綱に基づき、認知症施策を推進する。

謝礼金

その他

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・地域包括ケア推進課

20,432

令和2年度予算額

19,658

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

20,867

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

900

842

463

合計 20,867 20,432

関連事業：

その他　特記事項

平成18年度、政令市移行に
伴い事業開始

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

認知症介護実践研修等

旅費・需用費・役務費等

401

827

401

806

研修講師謝礼等
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

適正給付委託

6,720

56 改修後の検査委託料等

2,015

56

事業名 高齢者住宅改修費助成

住宅改修助成

事業

概要

介護保険制度の住宅改修に含まれない工事を対象として助
成することにより、介護保険制度を補完する。

○住宅改修助成
(1)「要介護者」又は「要支援者かつ身体障害者手帳【(ｱ)１～２級、(ｲ)下肢機能障
害３級、(ｳ)体幹機能障害３級、(ｴ)脳原性移動障害３級】のいずれかを所持してい
る方」に対し、介護保険対象外の工事に対して助成（申請の上限額３０万円）。
(2)「自立者」（６５歳以上で、３ヶ月以内に要介護・要支援認定申請を行い、その
結果「非該当」と判定され、下肢に機能低下がみられる方）に対し、介護保険と同
様の工事に対して助成（申請の上限額２０万円）。
※所得により、助成率が異なる：生活保護世帯10/10、市民税非課税世帯2/3、
本人のみ市民税非課税世帯1/2、その他1/3

○適正給付委託
建築士が住宅改修後の高齢者宅を訪問し、住宅改修が適正に実施されているか
を検査する。

本事業は、介護保険制度における住宅改修に含まれない工
事を対象に助成する制度であるが、受益者負担の適正化の
観点から令和3年度に事業を廃止とする。但し令和2年度末
の申請分の支払いが、年度を跨いで発生するため、令和2年
度実績に基づき、予算要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・地域包括ケア推進課

2,071

令和2年度予算額

6,080

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

6,776

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 6,776 2,071

関連事業：

その他　特記事項

平成２３年度：対象者の見直
しを実施
平成２５年度：再度、対象者
の見直しを実施

事業の廃止

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の廃止

　R　～　R

住宅改修助成
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

シルバーカー

自動消火器

315

150 15,000×6台
0

336

90

事業名 高齢者日常生活用具給付

電磁調理器

事業

概要

必要に応じて日常生活用具を給付、貸与することにより、ひと
り暮らし高齢者等の日常生活がより円滑に行われることを目
的とする。

①日常生活用具（電磁調理器、自動消火器、シルバーカー）
の給付。
対象者：ひとり暮らし高齢者等（市民税課税世帯は除く）で要
介護認定を受けている等の者。
自己負担：生活保護世帯はなし、市民税非課税世帯は給付
額の1割負担。
②車いすの貸出
歩行が困難な者に対して、上限3ヶ月車いすを貸与する。無
料。

直近5年間実績の平均に基づき予算要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・地域包括ケア推進課

426

令和2年度予算額

405

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

494

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

29

合計 494 426

関連事業：

その他　特記事項

平成25年度
シルバーカーを給付品目に
追加

他都市の実施状況や市場
価格を踏まえ、事業のあり
方を検討していく。

スケジュール（経過及び今後展開）

引き続き同等の規模で実施

　R　～　R

21,000円×16台

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

369,020 352,823

事業名 軽費老人ホーム等事務費補助

補助金

事業

概要

　軽費老人ホームは、低額な利用料金での居室等の提供と
日常生活上必要な便宜の供与を目的とする施設である。本
補助金については、軽費老人ホームを運営する事業者に対
して補助金を交付することにより、同施設を利用する高齢者
の利用料の負担軽減を図ることを目的とするものである。

　軽費老人ホームでは、所得の低い高齢者でも低額な利用
料金で利用できるよう、所得水準に応じた利用料金の上限額
を、法令に基づき市が規定している。　この低額な利用料金
のみでは、施設の運営が成り立たないため、利用者への
サービス提供に要する経費と利用料金収入の差額について
は、市が施設を運営する事業者に補助を行う制度となってい
る。

【対象】
○軽費老人ホームＡ型　　　　　　　 １施設
○軽費老人ホーム（ケアハウス） １０施設

低所得の高齢者が安心して居住できる場を確保するため、
引き続き施設への補助を実施。
なお、本市独自で実施していた加算制度については、大阪府
内の他市水準に即して、令和３年度から段階的に見直しを実
施。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・地域包括ケア推進課

352,823

令和2年度予算額

368,597

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

369,020

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 369,020 352,823

関連事業：

その他　特記事項

低所得の入居者の保護を図
るため、事業を実施。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

サービス提供に要する経費と本人徴収額の差額

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

その他

750

432

450

42

事業名 高齢者見守り支援事業

協力事業所支援等委託

事業

概要

市民、市内で活動を行う団体、事業所及び市が相互に連携
し、地域全体で高齢者の見守りを行い、孤立予防や日常生
活における異変を早期に発見し支援につなげる。

・協力事業所の登録・管理
・協力事業所への登録勧奨
・協力団体及び協力事業所への本事業に関する情報提供・
情報共有
・事業周知や協力事業所への配布用ステッカーなどのデータ
作成

平成27年度まで各区で取組んでいた高齢者の見守り支援の
取組を活かし、平成28年度は全市で協力事業所の登録を開
始した。
協力事業所の拡充を進めるとともに、各区において協力事業
所と地域での活動団体や地域包括支援センター等との連携
を進める。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・地域包括ケア推進課

492

令和2年度予算額

748

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,182

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 1,182 492

関連事業：

その他　特記事項

H27年度まで各区で事業実
施
全市で協力事業所の登録受
付開始（H28.12～）

事業継続

スケジュール（経過及び今後展開）

事業継続

　R　～　R

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

使用料及び賃借料

需用費

役務費

移送業務

宿泊施設借り上げ料

防護服・手袋等消耗品購入費

保険料40

1,820

115

227

360

事業名 在宅ケア継続支援事業（高齢）

報償費

委託料

事業

概要

介護が必要な方々やその家族の生活を継続する上で欠かせ
ない在宅ケアを、新型コロナウイルス感染拡大防止対策を徹
底した上で、必要なサービスを継続的に提供できるようにす
るため。

①基本事業…在宅での生活を継続するための事業
②付加事業…在宅が困難な場合でも、自宅以外でのケア継
続事業

高齢者同士の介護や在宅療養を行っていた世帯に、コロナ
ウイルス感染症が発生した場合、濃厚接触者等となる方の
支援を入院対応以外で安定的に継続するために健康管理、
生活支援を提供する支援体制を整える。

令和３年度の件数予測を基に、予算要求する。

負担金、補助及び交付金

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・地域包括ケア推進課

5,802

令和2年度予算額

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 0 5,802

関連事業：

その他　特記事項

事業の新規実施 感染症の拡大状況に応じ
て事業の継続・中止を検
討

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

訪問看護事業所等に対する謝礼金

3,240 短期入所施設等借り上げ

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

要求額（千円）

消耗品費【コロナ対応】

会計年度任用職員に係る経費

人材派遣に係る経費

8,898

11,434

窓口用消毒液

11,043

8,780

9,911

204

4

事業名 介護事業者指定・指導

指定・指導事務に係る経費

審査会委員報酬

事業

概要

　『地域の自主性及び自立性を高めるための改革』の趣旨に沿って、従来、
大阪府で行っていた居宅サービス事業所の指定、指導事務を平成２４年４月
から本市で行っている。より適正な介護給付を実現するため、すべての介護
保険事業所に対し指定・指導等を行う。

　平成２４年４月に『介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部
を改正する法律』が施行され、本市において従前からの権限（介護保険施
設、地域密着型サービス事業者の指定、介護保険事業者の指導）に加え、新
たに居宅サービス事業者についても指定権限等が移譲されたことに対応し、
すべての介護保険事業者に対し指定・指導等を行っている。また、有料老人
ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅に対し届出受理・指導等を行う。
　平成３０年４月より事務・権限が府より市へ移譲された「介護サービス情報
の公表」を行うことにより、引き続き、介護保険利用者の権利擁護、サービス
の質の向上等に資する情報提供の環境整備を図る。

引き続き、指定・指導事務にかかる経費を要求。
通年要求分に加え、新型コロナウイルス関連の対策事業に
ついての経費を要求。

サービス継続支援事業（災害）【コロナ対応】

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

： 健康福祉局　介護事業者課

45,493

令和2年度予算額

26,926

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

30,250

合計 30,250 45,493

関連事業：

その他　特記事項

【～H23】介護保険施設及び地域密着型事業
者の指定、介護保険事業者の指導【H24】権
限移譲に伴い、前記に加え居宅系事業者の
指定【H28】有料老人ホーム及びサービス付
き高齢者向け住宅の届出受理・指導

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

消耗品費、旅費、通信運搬費、委託料等

13,500

2,051

500千円×20施設、250千円×14施設

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

会計年度任用職員に係る費用【コロナ対応】

事業の継続実施
新型コロナウイルスの感染
拡大防止のための事業

　R　～　R

0

0

9,795

123

0

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

水害対策支援事業

施設開設準備支援補助
プライバシー保護改修整備事業

804,240

251,487

総事業費×3/4補助

総事業費×3/4補助

@734×52床38,168

0

0

47,536

112,500

事業名 老人福祉施設整備補助

高齢者施設等整備補助

非常用自家発電設備整備事業

事業

概要

〇3年毎に策定する堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に定める
施設整備を進めるため、公募で選定した法人に対し施設整備費等の一部の
補助及び開設準備支援補助を行う。
〇非常用自家発電設備の整備費用の補助することにより、高齢者施設の自
主防災力向上を図る。
〇既存の多床室を有する特別養護老人ホームに、プライバシー保護のため
の改修費用の補助を行い居住環境の質を向上させることを目的とする。

〇公募で選定した法人に、施設整備費等の一部の補助及び開設準備支援補
助を行う。（令和３年度については、予算の支出は伴わないため、予算要求な
し）
〇既存従来型特別養護老人ホーム多床室に対し、プライバシー保護のため
の改修費用を補助する。
○対象事業所に対し、非常用自家発電設備設置、水害対策支援、防災改修
等支援の費用の一部を補助する。
〇新型コロナウイルスの感染拡大防止のための事業として陰圧装置、換気
設備の整備の費用を補助する。また、消毒洗浄にかかる費用を補助する。

〇引き続き、介護施設等の防災力向上と居住環境の質の向
上を図るため、プライバシー保護改修、非常用自家発電設備
整備事業を行う。
〇令和3年度は、高齢者施設等への災害対策として、水害対
策支援事業及び防災改修等支援事業を実施する。
〇施設整備等補助については、令和3年度は法人選定を行う
年度となるため、補助金支出はなし。

その他国庫補助事業（防災改修等支援事業）

陰圧装置【コロナ対応】

多床室の個室化改修事業【コロナ対応】

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局　介護事業者課

375,054

令和2年度予算額

186,204

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,100,284

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

73,440

9,600

12,000

38,168

2,381

0

換気設備【コロナ対応】

消毒【コロナ対応】

合計 1,100,284 375,054

関連事業：

その他　特記事項

施設整備補助、開設準備支援補助
スプリンクラー整備補助
プライバシー保護改修補助
ブロック塀改修補助
非常用自家発電整備補助

施設整備補助、開設準備支援補助
プライバシー保護改修補助
非常用自家発電整備補助
水害対策支援事業、防災改修等支援事
業等
個室化改修事業、陰圧・換気・消毒洗浄

スケジュール（経過及び今後展開）

@4千円×1,200㎡×2施設

プライバシー保護改修補助
非常用自家発電整備補助
水害対策支援事業、防災改修等支援事業
等
個室化改修事業
陰圧・換気・消毒洗浄

@4千円×3,000㎡

　R　～　R

@978千円×60床

@4,320千円×1台×17施設

23,130

58,680

4,008

0

0

15,400千円×1施設、7,730千円×1施設

0

0

基本計画
　施策番号

2-(4) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

5,638 3,000

事業名 障害者団体助成

負担金、補助及び交付金

事業

概要

障害者団体が自主的に開催又は参加する研修会にかかる
経費を補助し、団体の資質の向上と障害者の社会参加を促
進する。

特定非営利活動法人堺障害者団体連合会が自主的に開催
又は参加する研修会等にかかる経費（上限額250千円）の
1/2を補助する。

対象経費を研修会等参加（開催含む）にかかる経費とし、補
助上限額100千円（対象経費上限額200千円×補助率1/2）と
し、回数を30回に減数し、減額要求とする。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・障害施策推進課

3,000

令和2年度予算額

4,818

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,638

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 5,638 3,000

関連事業：

その他　特記事項

H20年度より事業開始。
それまでは、社会参加にか
かるバス借上げ料に対し助
成。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

対象経費を研修会等参加費
とし、補助上限額を引き下げ

　R　～　R

研修会等参加　上限額@100,000（補助率1/2)×30回分
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

継続実施

　R　～　R

受賞者副賞等

合計 237 277

関連事業：

その他　特記事項

平成3年度より事業開始
平成24年度より事業の一部
を健康福祉プラザ指定管理
業務に移管

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

0

35

131

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・障害施策推進課

277

令和2年度予算額

236

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

237
事業名 障害福祉啓発事業

報償費

印刷製本費

事業

概要

「障害者週間」の趣旨を広く周知し、障害のある人を取り巻く
課題についての正しい理解と認識を深めるとともに、障害の
ある人の自立と社会参加の促進を図る。

・大阪ふれあいキャンペーン
　府内各市町村、障害者団体等で構成する「大阪ふれあいキャン
ペーン実行委員会」に事務局市として参加し、障害者を取り巻く諸
問題の啓発を促進する。
・街頭キャンペーン
　障害者週間12月3日～9日の間のうち１日市内主要駅において市
民向けに啓発グッズを配布しながらの啓発活動を行う。
・「心の輪を広げる体験作文」および「障害者週間のポスター」の公
募
　障害者に対する国民の理解の促進を図るため、内閣府と都道府
県・政令指定都市の共催により、市民を対象に「心の輪を広げる体
験作文」および「障害者週間のポスター」を公募する。

「街頭キャンペーン」における、手話通訳者・要約筆記者にか
かる謝礼金、旅費分を減額要求。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

負担金

旅費

消耗品費

66

5

作品集制作

大阪ふれあいキャンペーン負担金

実行委員会出席交通費

啓発グッズ作成50

58

3

35

131

35



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

規模を縮小し継続実施。

　R　～　R

人件費、事務費等

合計 3,837 2,545

関連事業：

その他　特記事項

平成9年度より事業開始（堺
市社会福祉協議会に委託）。

「堺市立健康福祉プラザ
管理運営業務」への移管
も含めた、事業実施手法
の検討

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・障害施策推進課

2,545

令和2年度予算額

4,465

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,837
事業名 キャップハンディ指導者養成派遣事業

委託料

事業

概要

学校や地域において、視覚・聴覚・上肢・下肢それぞれに「障
害のある状態」を疑似体験し、障害を持つ方の身体状況や気
持ちの一端を理解する「気づき」を促す。

平成９年度より開始。
キャップハンディボランティアとして活動する方を隔年で募集
し、新任研修を実施。修了者がグループごとに小・中学校や
地域、グループ等へ出向き、キャップハンディ体験の指導・助
手を行う。

事業の効率化を図り、実施回数、派遣人数及びそれに伴う人
件費、消耗品費を減額要求

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

3,837 2,545
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

継続実施

　R　～　R

医師謝礼金

合計 3,540 3,478

関連事業：

その他　特記事項

昭和51年度より事業開始 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

3,472

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害施策推進課

3,478

令和2年度予算額

3,237

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,540
事業名 堺市障害者スポーツ・レクリエーション大会

報酬

事業

概要

障害者（児）がスポーツ・レクリエーションを通じ、健康や体力
の維持増進を図る。また、一般市民との交流の中で相互に理
解と友好を深めることを目的とする。

　昭和５１年度より毎年１１月に実施。
　障害者がスポーツ・レクリエーション活動を通じて社会参加
や交流を楽しむイベントとして定着しており、毎年1,000人を超
える参加者がある。
　ボランティアの協力のもと、障害者が50m走、ボール運び、
フラフープ玉入れ、糸巻競争、グラウンドゴルフ、ウォークラ
リー、フライングディスク、大玉ころがしなどの競技に参加す
る。
　会場は、大泉緑地 球技広場

　運営委員会負担金について、会場設営費及び警備等人件
費高騰による一部増額となるが、送迎バス台数の見直しや
事業効率改善により減額要求とする。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

役務費

負担金

56

12 クリーニング

運営委員会負担金3,422

56

0
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

継続実施

　R　～　R

45,000円×5台、100,000円×14台

合計 1,335 1,625

関連事業：

その他　特記事項

平成18年度より運転免許取
得費について、最大助成額を
100,000円から45,000円に減
額。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・障害施策推進課

1,625

令和2年度予算額

1,399

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,335
事業名 運転免許取得・自動車改造費助成

扶助費

事業

概要

　障害者が運転免許を取得するための費用の一部を助成す
ること及び自動車の改造に要する経費の一部を助成すること
で、外出にかかる交通手段の利便性の向上をはかり、自立と
社会参加を促進する。

　所得税及び市民税の所得割が非課税の世帯に属し、身体
障害者手帳もしくは療育手帳（同程度の判定を含む）を所持
する方の行動範囲の拡大を促進し、同時に社会参加の促進
や雇用の拡大を目的とする。申請前に運転免許証や改造に
かかる費用の見積書等の書類での審査を行い、免許取得費
は最大で45,000円、自動車改造費は最大で100,000円を助成
する。

過去３年間の実績平均を踏まえ、運転免許１件分、自動車改
造２件分増額要求とする。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

1,335 1,625
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

継続実施

　R　～　R

予選大会出務医師報酬

合計 458 406

関連事業：健康福祉プラザ管理運営事業

その他　特記事項

平成18年度政令市移行により事
業開始。平成24年度より健康福
祉プラザ開所に伴い、プラザ指定
管理業務として実施。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

50

104

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・障害施策推進課

406

令和2年度予算額

257

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

458
事業名 全国障害者スポーツ大会・堺市予選大会

医師報酬

負担金、補助金及び交付金

事業

概要

　障害者がこの大会に参加することによって、スポーツに親し
み、競技力の向上を図るとともに、市民の障害者に対する理
解と認識を深め、もって障害者の自立と社会参加の促進に寄
与すること及び政令市移行に伴い、「全国障害者スポーツ大
会」に堺市選手団を選考し、派遣することを目的とする。

　堺市予選会（陸上・水泳・フライングディスク・ボウリング・卓
球・アーチェリー等）及び団体競技近畿大会（ソフトボール・バ
レーボール・バスケットボール等）において選手選考し、全国
大会へ派遣する。
　令和３年度は三重県で全国障害者スポーツ大会を開催。

開催地が近隣県（鹿児島県→三重県）となることをを勘案し、
旅費、負担金について減額要求。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

旅費等

消耗品費

168

136

全国大会派遣負担金

全国大会市職員随行旅費

トレーニングウェア50

168

109

79
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

継続実施

　R　～　R

要約筆記者の謝礼金

合計 567 480

関連事業：

その他　特記事項

26年度より中途失明者緊急
生活訓練事業を指定管理業
務に統合。

「堺市立健康福祉プラザ
管理運営業務」指定管理
業務への移管も含め、事
業実施方法を検討

スケジュール（経過及び今後展開）

9

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・障害施策推進課

480

令和2年度予算額

509

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

567
事業名 障害者生活訓練事業

謝礼金

事業

概要

日常生活上必要な作法等を身につけることで、視覚障害者
の生活の質的向上を図り、社会復帰や社会参加を促進す
る。

視覚障害者教養講座を実施し、視覚障害のある方に身だし
なみやお茶等の講習を行う。

要約筆記者派遣にかかる費用の予算措置が不要となるため
減額要求

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

委託料

旅費

78

480 教養講座

要約筆記者旅費0

0

480
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

全国重症心身障害児施設長会議等

医療機器
全国重症心身障害児施設長会議参加費等

48,620

29,600

PBX更新

22

消火器更新

41

508

10

合計 489,190 557,562

その他　特記事項

H22年度：指定管理者指定
H24年度：開所（管理運営開始）
H29年度：プラザ第2期指定期間
開始

指定管理者（健康福祉プラザ
は第3期、重症心身障害者
（児）は第2期）による管理運
営

スケジュール（経過及び今後展開）

管理運営の実施
（プラザ指定管理者は第2期指定
期間5年目、ベルデ指定管理者
は第1期指定期間12年目）

2,500

477,069

10

指定管理料、徴収事務委託料等

0

9,500

22

有料道路通行料

施設修繕料（市負担分）4,200

474,561

使用料及び賃借料

消耗品費

修繕料

81

8

： 健康福祉局・障害施策推進課

557,562

令和2年度予算額

477,580

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

489,190
事業名 健康福祉プラザ管理運営事業

旅費

委託料

事業

概要

健康福祉プラザ指定管理運営業務として、障害者への文化・芸術・スポーツ
活動等を通じた社会参加支援、視覚・聴覚障害者への情報・コミュニケーショ
ン支援、高次脳機能障害者へのリハビリテーション等を実施することにより、
障害者の地域生活を支援する。
重症心身障害者（児）支援センター指定管理業務として、在宅で生活する重
症心身障害者（児）に短期入所、通所、外来診療・リハビリテーション等を提
供することにより、重症心身障害者（児）及びその家族の地域生活を支援す
る。

１．健康福祉プラザ指定管理業務
（１）市民交流センター
（２）視覚・聴覚障害者センター（点字図書館・聴覚障害者情報提供施設）
（３）生活リハビリテーションセンター
（４）スポーツセンター
２．重症心身障害者（児）支援センター
（１）入所施設
（２）短期入所
（３）通所施設
（４）外来診療・リハビリテーション
（５）相談支援事業

【指定管理料】
・全国障害者スポーツ大会の近接開催地（鹿児島→三重）による減額要求
・市長定例記者会見における手話通訳者者配置にかかる経費の増額要求
・健康福祉プラザWi-Fi設置に係る維持経費の増額要求
【消耗品費】・消火器の更新による増額要求
【修繕料】・健康福祉プラザ施設修繕（市負担分）の増額要求
【備品購入費】・ベルデ医療機器の更新による増額要求

工事請負費

負担金、補助金及び交付金

備品購入費

関連事業：　全国障害者スポーツ大会・堺市予選大会
　　　　　　　 聴覚・視覚・聴覚障害者コミュニケーション支援事業（本庁）

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

債務負担行為
要求額（千円）期間

項目

　R　～　R
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：
聴覚・視覚障害者コミュニケーション支援事業（各区）

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

債務負担行為
要求額（千円）期間

項目

　R　～　R

事業名 聴覚・視覚障害者コミュニケーション支援事業（本庁）

報償費

負担金

事業

概要

聴覚・視覚障害者の各種コミュニケーション支援や相談支援
等を行うことにより、情報保障の強化や自立・社会参加を促
進する。
また、平成２９年４月から施行された「堺市手話言語・コミュニ
ケーション条例」の普及啓発を行う。

聴覚・視覚障害者のコミュニケーション支援及び「堺市手話言
語・コミュニケーション条例」の普及啓発のために以下の事業
を行う。
・手話通訳者・要約筆記者派遣委託業務の委託
・視覚障害者への対面朗読
・「堺市手話言語・コミュニケーション条例」の普及啓発の一環
としての職員向け研修

　本市各所管課が講演・イベント時に配置する手話通訳者及
び要約筆記者の配置（講演派遣）にかかる費用について、各
所管課により予算要求を行っていたが、意思疎通支援者配
置促進を図るために、庁内における派遣にかかる予算を同
事業に集約することにより増額要求とする。

健康福祉プラザ管理運営事業

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）

：健康福祉局・障害施策推進課

24,759

令和2年度予算額

17,370

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

21,966

旅費

委託料（通訳者派遣）

1,081

124

20,727

34 研修会参加負担金

手話通訳者・要約筆記者派遣委託料等23,748

34

合計 21,966 24,759

その他　特記事項

健康福祉プラザ指定管理者
による効果的かつ効率的な
事業実施

健康福祉プラザ指定管理
業務への事業移行を中心
とした、より効果的で効率
的な事業実施体制の構築

スケジュール（経過及び今後展開）

講演派遣集約による市内イ
ベント等への情報保障の促
進

研修会講師謝礼金等

研修旅費

915

62

42



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

事業継続

　R　～　R

会計年度非常勤職員3人

電話・郵便利用料　

弁護士・社会福祉士派遣業務

234

369

0

360

34

車・自転車の修繕、車検、点検代

137使用料及び賃借料

合計 10,041 10,396

関連事業：

その他　特記事項

事業継続 事業継続

スケジュール（経過及び今後展開）

会場借上料、タクシー借上料等

34

125

4

86

329

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・障害施策推進課

10,396

令和2年度予算額

8,608

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

10,041
事業名 障害者虐待防止事業

報酬・職員手当

報償費

事業

概要

障害者虐待防止法(障害者虐待の防止、障害者の養護者に
対する支援等に関する法律）に基づき、障害者に対する虐待
は障害者の尊厳を害するものである事から、障害者虐待の
防止と養護者に対する支援等に関する施策を促進し、障害
者の権利利益を擁護する。

・「障害者虐待防止の相談窓口（専用電話）」を設置し、24時
間相談受付体制を確保
・障害施策推進課に「障害者虐待防止担当」をおき、市内全
区の事案に対応し、居所等への立入調査や虐待を受けた障
害者や養護者への継続的な連絡・訪問等による支援を実施
・障害者虐待の防止及び養護者に対する支援に関する広報
その他の啓発活動の実施。

昨年度に引き続き通報相談受理件数は平年を上回っている
が、必要最小限度の経費で事業を展開できるよう、実績を勘
案した上で、経費の一部を削減して要求した。

修繕料

委託料

通信運搬費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

消耗品費・印刷製本費

旅費

扶助費

8,425

666

啓発・研修等に係る講師謝礼金

事務用品料、リーフレット料等

会計年度非常勤職員通勤費、旅費

一時保護時の食費等料4

8,587

715

46

282
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

委託料（システムの保守点検等）

旅費

消耗品費

78

121

事業者への通知（郵送）等

システム保守

国や府での会議等、実地指導、研修等

法令集等の書籍代、その他事務用品等172

0

156

302

385

事業名 障害福祉サービス事業者指定事務等事業

謝礼金

通信運搬費

事業

概要

政府の地方分権改革の推進（いわゆる第２次一括法の施行）
に伴い、従前は都道府県事務とされていた障害者の日常生
活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害
者総合支援法」という。）に基づく障害福祉サービス事業者の
指定及び指導監督事務が指定都市・中核市に移譲されたた
め、指定都市としてその事務を実施し、利用者の処遇の向上
のため、事業者の育成、事業所運営の適正化を進めること。

・障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス等事業者の
指定
・障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス等事業者の
指導・監督
・その他上記に付随する事務等

報酬改定に伴う業務システムの改修や事業者を対象とした
所管制度に係る説明会の実施が見込まれないため、前年度
に比して減額している。

機械・機器等借上料等

負担金

会場等借上料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・障害施策推進課

1,664

令和2年度予算額

1,746

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

4,654

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

270

149

302

3,311

合計 4,654 1,664

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施
報酬改定に伴うシステム改
修
システム保守

事業の継続実施
システム保守

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施
システム保守

　R　～　R

集団指導

集団指導書類作成（点字版を含む。）

257

122

257

213

223

ハードウェアのリース、駐車場代
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

　　　　　　　　　　　　　

188,850 187,244

事業名 基幹相談支援センター事業

区障害者基幹相談支援センター運営委託

事業

概要

障害種別や年齢を問わず、公平・中立的な立場で、総合的か
つ専門的に対応できるワンストップ相談窓口を各区に設置す
るとともに、区域の中核として、地域相談支援体制の強化を
図る。

各区役所内に区障害者基幹相談支援センター（7ヶ所）を設置し、専
門職等を配置して、総合相談情報センターと一体的に、以下の業務
を行う。
・日常生活等に関する相談全般
・地域の相談支援事業所はじめ、その他障害福祉サービス事業所、
専門機関及び行政などの関係機関との連携
・区障害者自立支援協議会の運営
・区域の住民、関係者との研修・啓発やネットワークの構築
・入所施設及び精神科病院から地域生活への移行に関する支援、
関係機関との連携、体制整備
・成年後見、虐待防止等の権利擁護に関すること
・地域の相談支援の質の向上に関すること

前年度に引き続き、地域の相談支援体制の確保に必要な予
算を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・障害施策推進課

187,244

令和2年度予算額

188,760

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

188,850

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 188,850 187,244

関連事業：総合相談情報センター事業

その他　特記事項

H24障害者相談支援体制を
再編し、事業開始

継続実施（法改正等に応
じた検討）

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

人件費、事務費等
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

継続実施

　R　～　R

人件費、事務費等

合計 46,380 44,826

関連事業：基幹相談支援センター事業

その他　特記事項

H24障害者相談支援体制を
再編し、事業開始

継続実施（法改正等に応
じた検討）

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局 障害施策推進課

44,826

令和2年度予算額

46,020

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

46,380
事業名 総合相談情報センター事業

総合相談情報センター運営委託

事業

概要

障害者への相談支援や、関係機関のコーディネート等を行う
ことにより、障害者の相談支援体制を強化する。
また、障害者にとって必要な各種情報を収集・集約し、わかり
やすい形で情報発信を行うことにより、障害者の社会参加等
を促進する。

健康福祉プラザ内に総合相談情報センターを設置し、各専門相談
機関と連携し、総合的な相談や支援を実施するとともに、区障害者
基幹相談支援センターと一体的に、以下の業務を行う。なお、障害
者総合支援法上の基幹相談支援センターに位置づけられ、区基幹
センターをまとめる、広域的な基幹相談支援センターとなっている。
・堺市障害者自立支援協議会の運営補助
・障害者の住居探しに協力する不動産業者の確保、拡充
・相談支援の機能強化に資する相談の実施
・退院促進支援会議、地域生活移行支援会議、運営会議等の運営
・区障害者基幹相談支援センターに対する必要な支援
・情報・資料コーナーにおける各種情報の集約・発信

前年度に引き続き、障害者の相談支援体制の確保に必要な
予算を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

　　　　　　　　　　　　　

46,380 44,826
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

債務負担行為
要求額（千円）期間

項目

　R　～　R

事業名 専門性の高い意思疎通支援事業

負担金

事業

概要

盲ろう者及び失語症者の社会生活におけるコミュニケーショ
ン等を確保し、安心して暮らせる社会を実現する。

　地域生活支援事業において、都道府県・政令市及び中核
市が行う必須事業として「専門性の高い意思疎通支援事業」
として位置づけられており、大阪府と大阪市、府内中核市と
合同で以下の事業を行う。
　・盲ろう者通訳・介助者派遣及び養成事業
　・失語症者向け意思疎通支援事業

　大阪府、大阪市及び府内中核市との協働事業として実施。
それぞれの負担割合等に応じて、各実施主体で予算要求。
　大阪府からの負担割合等のの見直しにより、増額要求とす
る。

関連事業 ： 聴覚・視覚障害者コミュニケーション支援事業

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）

： 健康福祉局・障害施策推進課

21,927

令和2年度予算額

14,149

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

20,986

20,986

合計 20,986 21,927

その他　特記事項

令和2年度に「失語症者向け意思
疎通支援事業」の実施にあたり、
事業名称を『専門性の高い意思
疎通支援事業」に変更

事業継続

スケジュール（経過及び今後展開）

事業継続

大阪府への負担金21,927
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

費用弁償（旅費）

債務負担行為
要求額（千円）

筆耕翻訳

通信運搬費

委員介助者謝礼金

委員登庁費用

10,200円×6人×3回（事例検討会議）

会議開催通知・会議資料送付費用20

32

15

3年度要求額 内容・積算等

附属機関委員報酬 735 592

事業名 障害者差別解消促進事業 事業費（千円）

　R　～　R

謝礼金

事業

概要

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成
28年4月施行）に基づき、障害者が住み慣れた地域で、主体
的に、共生、協働のもと生き生きと輝いて暮らせる社会の実
現に向け、障害者差別の解消を促進し、障害者理解を深め
る。

・障害を理由とする差別事案の相談及び啓発業務
　障害を理由とする差別に関する相談窓口として、相談内容
をもとに担当者が事実確認等の調査・調整・助言等を行って
いる。

・障害者差別解消支援地域協議会の事務局業務
　障害を理由とする差別の解消に向けた関係機関等の連携
のための障害者差別解消支援地域協議会の開催や、市民
への法制度の普及啓発活動を行っている。

　障害者差別解消支援地域協議会として、権利擁護専門部会を位
置づけ、障害者差別解消のための関係機関によるネットワークを組
織し、事案の情報共有や構成機関への提言、事案解決のための協
議を行う。
　大阪府が、民間事業所の合理的配慮の提供を法的義務化するた
め、令和２年度中に府差別解消条例を改正し、令和３年度施行の見
込みである。それに伴い当市においても改正内容について、事業所
をはじめ、市民への啓発を予定している。

印刷製本費

主な要求内容
項目

期間

（単位：千円）
2年度予算

25

： 健康福祉局・障害施策推進課

1,084

令和2年度予算額

387

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,138

143

16

関連事業：

その他　特記事項

障害者差別解消支援地域協議
会として、権利擁護専門部会を開
催。また権利擁護専門部会の下
に設置された事例検討会議につ
いても併せて開催する。

権利擁護専門部会及び事例
検討会議を引き続き開催。

スケジュール（経過及び今後展開）

権利擁護専門部会及び事例検討
会議を引き続き開催。
大阪府差別解消条例改正に伴
う、市内の効果的な啓発手法を
検討。

合計 1,138 1,084

10,200円×20人×2回（権利擁護専門部会）

啓発パンフレット作成費用

155

270

219

0

会議資料点訳版作成費用
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

事業の継続

　R　～　R

300千円×5台×3施設

合計 0 4,500

関連事業：

その他　特記事項

令和2年度より事業開始 新型コロナウィルス感染症
の感染状況等を踏まえ、
事業の方向性を検討

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・障害施策推進課

4,500

令和2年度予算額

0

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

0
事業名 障害福祉分野ロボット等導入支援事業

補助金

事業

概要

障害者支援施設事業者等が介護ロボット等を導入する際の
費用を補助することにより、介護業務の負担軽減等を図り、
働きやすい職場環境の整備を推進することを目的とする。

感染症拡大防止や介護業務の負担軽減等を図るため、委譲
介護の際に使用する機器や見守り等に関する機器等を導入
するための経費を補助する。
（１）１機器あたりの対象経費の合計額は、10万円以上30万
円以下とする。
（２）１つの補助予定障害者支援施設事業者又は共同生活援
助事業者においては、以下の範囲の金額を限度とする。
①障害者支援施設事業者においては、全ての機器の合計額
150万円を限度とする。
②共同生活援助事業者においては、全ての機器の合計額60
万円を限度とする。

障害者支援施設３施設分を上限額として要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

0 4,500
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

委託料

使用料等

0

0

防護服等消耗品、保険料

宿泊施設等への移送業務
宿泊施設・短期入所施設等借上げ費用等1,980

680

57

81

事業名 在宅ケア継続支援事業（障害）

報償費

需用費等

事業

概要

障害者等を在宅介護する者等が新型コロナウイルス感染症
の感染により介護を行うことができなくなった場合に、濃厚接
触者となった当該障害者等が引き続き介護を受けることがで
きるための支援体制を構築。

・　感染防止コーディネート事業
感染防止専門家による家族及びサービス事業者への感染防
止方法の指導、ゾーニング等の助言を実施
・　訪問介護事業者等への支援
濃厚接触者を介護することに対する協力金を障害福祉サー
ビス事業者等に給付するとともに、必要な防護服等の物資を
提供
・　自宅以外でのケア継続支援
在宅での介護が困難な場合においても、介護を継続できるよ
う、宿泊施設等を借り上げるとともに、濃厚接触者を自宅から
宿泊施設等への移送を実施

令和２年度から新設された事業であるが、引き続き令和３年
度も実施する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・障害施策推進課

2,798

令和2年度予算額

0

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

0

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

0

0

合計 0 2,798

関連事業：

その他　特記事項

R2.5月より事業開始 新型コロナウイルス感染
症の感染状況をふまえ、
事業の方向性を検討

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続

　R　～　R

感染防止防止専門家等への謝礼・協力金等
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

1台

合計 81 64

関連事業：

その他　特記事項

平成15年度から事業開始 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

64

令和2年度予算額

36

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

81
事業名 身体障害者福祉電話

電話設置費助成

事業

概要

　外出困難な在宅重度障害者等の電話の効果的な利用及び
経済的負担の軽減を図る。

　外出困難な在宅重度障害者等を対象に、コミュニケーショ
ン及び緊急連絡の手段として、電話設置に係る費用及び福
祉電話機器工事費・使用料を助成する。

　過去の実績を考慮して要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

福祉電話機器の助成

13

68 約20件

13

51

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

緊急通報システム保守管理65台分他

合計 726 680

関連事業：

その他　特記事項

平成16年度から事業開始 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

680

令和2年度予算額

528

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

726
事業名 身体障害者緊急通報システム

緊急通報システム委託料

事業

概要

在宅の一人暮らしの身体障害者の福祉の向上を図る。

○対象者
　一人暮らしの重度身体障害者
○事業内容
　一人暮らしの身体障害者等に急病、事故等の緊急事態が
発生したときに迅速かつ適切に対応するため、障害者宅に緊
急通報装置を設置し、消防や民間委託業者との連携を図る。

過去の実績を考慮して要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

備品購入費

693

33 緊急通報装置新規1台分

647

33

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

52



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

20,000円×1人×12か月＋20,000円×1人×1か月

合計 260 260

関連事業：

その他　特記事項

平成5年度から事業開始 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

260

令和2年度予算額

240

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

260
事業名 外国人障害者特別給付金

給付金

事業

概要

国民年金制度の改正が行われた昭和57年1月1日以前に20
歳に達しており、障害基礎年金を受けることができない重度
心身障害者である外国人に対し、福祉の増進を図る。

障害により一般就労に就くことが困難で障害年金を受けるこ
とができない重度心身障害者（身障手帳（1・2級）または療育
手帳（Ａ）の所持者）の外国人に対し、給付金を支給する。

過去の実績を考慮して要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

260 260

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

11事業所

合計 33,836 39,257

関連事業：

その他　特記事項

・H13年度から事業開始
・H26年度から機能強化とし
て、重度障害者受入加算を
開始

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

39,257

令和2年度予算額

30,147

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

33,836
事業名 短期入所事業所運営補助事業

単独型事業所体制加算

事業

概要

　単独型短期入所事業所の円滑な施設運営の確保に加え、
併設型を含む短期入所事業所で受入れが困難な強度行動
障害、医療的ケア、重症心身障害に対するケアの機能強化
の補助を行うことで、事業所の支援体制を確保する。

・単独型短期入所事業所において、障害福祉サービス事業
指定基準に規定する職員配置基準を超えて職員を配置する
経費を補助することにより、利用者への支援の充実を図る。

・重度障害者等（強度行動障害者（児）、重症心身障害者
（児）、医療的ケアを必要とする障害者（児））を受け入れた割
合に応じて補助金の加算を行い、重度障害者等の受け入れ
を促進する。

　短期入所事業所の円滑な運営ができるよう予算要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

※単価は重度障害者等を受け入れた合計数の定員
数に対する割合に応じて設定

重度障害者受入加算

27,000

6,836 加算対象受入者数×単価

33,000

6,257

（単位：千円）

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R　～　R

合計 25,972 25,314

関連事業：

その他　特記事項

昭和63年に市が設置 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

21,234

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

25,314

令和2年度予算額

25,962

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

25,972
事業名 職能訓練センター運営

光熱水費等

事業

概要

　職業能力の開発や技能養成などの職業訓練と生活指導を
通じて、社会適応性の向上を図り、就労・自立の実現をめざ
す。

・　訓練生個々の障害種別や程度に応じた適切な訓練と技能
養成を行うことで、障害者自身の作業意欲や作業遂行能力
の向上を図る。

・　訓練生との共同作業、施設外での研修や見学を通じて社
会参加への意識と社会適応能力の向上を図る。

　職業訓練を通して社会適応能力の向上などを図るために
要する経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

傷害保険料等

職業訓練業務等

4,647

91

21,236

3,987

91

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R　～　R

合計 45,359 45,389

関連事業：

その他　特記事項

平成16年度　業務委託開始
平成24年度　支援体制強化
　　　　　　　　　（1か所⇒2か所）

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

45,389

令和2年度予算額

44,799

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

45,359
事業名 障害者就業・生活支援事業

障害者就業・生活支援業務委託料

事業

概要

　就業や社会生活において支援を必要とする障害者の就労
定着及び雇用の促進を図る。

　市内に２か所「堺市障害者就業・生活支援センター」を設置
し、就職を希望している障害者からの相談に応じ、対象者の
状況に応じた個別支援プログラムを作成し、それに基づき、
職業準備訓練や職場実習等のあっせん、必要に応じて職業
評価を行うとともに、日常生活上の問題についての助言・指
導を行うことで障害者の職業生活における自立を図る。
　また、就労している障害者を対象に、家庭や職場を訪問し、
安定した職業生活を送れるよう職場定着支援を行う。

　障害者の就労と定着支援を促進するために要する経費を
要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

45,359 45,389

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

5,417 4,154

事業名 障害者（児）短期入所緊急利用

負担金

事業

概要

介護者の入院などの緊急の理由により、一時的に介護を受
けられなくなった障害者（児）が、短期入所を円滑に利用する
ことができるように整備することで、在宅で介護を受けている
障害者（児）及びその家族の福祉の向上を図る。

市内の２法人と協定を締結し、緊急時に利用できるようにベッ
ドを２床（１法人１ベッド）確保し、介護者が緊急事由により障
害者（児）の介護が行えなくなった場合に、そのベッドを優先
的に利用する。
緊急用のベッドの利用がなかった場合には、各法人に対して
ベッド確保のための負担金を支払う。

負担金の１日あたりの単価を見直す。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・障害者支援課

4,154

令和2年度予算額

4,944

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,417

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 5,417 4,154

関連事業：

その他　特記事項

平成16年度から事業開始 継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

負担単価の見直しを行う

　R　～　R

宿泊1日単価×365日×2床×空床率

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

5,000千円×3/4×3事業所

合計 11,250 11,250

関連事業：

その他　特記事項

H20年4月　本事業開始
H30年4月　事業の拡大
（対象事業所　2ヶ所⇒3ヶ所）

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

11,250

令和2年度予算額

11,250

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

11,250
事業名 重症心身障害者生活介護事業所機能強化

補助金

事業

概要

医療的ケアが必要な重症心身障害者が多数通所する生活
介護事業所において、日常の医療的ケアを行う体制を確保
することにより、医療的ケアが必要な重症心身障害者の処遇
の向上及び生活介護事業所における安定的なサービス提供
体制を整える。

医療的ケアを必要とする重症心身障害者を受け入れている
生活介護事業所において、看護職員を加配するために要す
る経費に対して補助する。

医療的ケアが必要な重症心身障害者が安心してサービスを
受けることができるよう、生活介護事業所の体制確保に要す
る経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

11,250 11,250

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

外部給電設備及び蓄電設備

　本体（グループホーム）

　施設整備加算

38,290

　8,000千円  ×  1か所

　8,000千円  ×  1か所

（ＧＨ）27,840+（ＧＨ+ＳＳ）33,540

（ＳＰ+自家発）12,000+（ＳＰ）5,00017,000

61,380

8,000

3,000

事業名 障害者福祉施設整備補助

施設整備（グループホーム創設）

既存物件改修によるグループホーム創設

事業

概要

　障害者の地域生活への移行と生活基盤の確保を目的に、
国庫補助による施設整備に併せて、整備加算や初度設備に
対する補助を行うことによりグループホームの整備を促進す
る。

補助件数見込
　①グループホーム創設　（2か所）
　②既存物件改修によるグループホーム開設　(1か所）
　③外部給電設備及び蓄電設備（1か所）
　④スプリンクラー（ＳＰ）整備補助　（6か所）
　⑤初度設備整備　（12か所）

　国の緊急対策に係る整備及び障害者の方の「暮らしの場」
の確保に要する経費を要求する。

ブロック塀改修整備

大規模修繕（耐震化改修）

自家発電設備整備

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・障害者支援課

112,624

令和2年度予算額

89,113

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

120,534

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

0

21,000

2,244

12,000

10,000

0

スプリンクラー整備

初度設備整備（市単独）

合計 120,534 112,624

関連事業：

その他　特記事項

H21年4月
　堺市独自の補助金を開始

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

   3,500千円  ×  6か所

補助内容の見直し

     187千円  × 12か所

　R　～　R

0

0

3,000

30,000

7,000

18,000

2,244

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

85,457 82,174

事業名 重度障害者歯科診療所運営補助

堺市重度障害者歯科診療所管理運営補助金

事業

概要

　堺市重度障害者歯科診療所の運営に係る経費を助成する
ことにより、重度障害者等の歯科診療の充実に資することを
目的とする。

　一般の歯科診療所での治療が困難な障害者（児）に対して、歯科
疾患に関する相談、指導、診断、治療及び機能回復訓練を実施す
るため、堺市歯科医師会が運営する堺市重度障害者歯科診療所の
運営に係る経費を補助する。

（補助金額）
　管理運営経費から診療報酬等の収入を差し引いた額を限度とす
る。

　高度かつ専門的な医療技術を用い、安全で質の高い治療
を行えるよう、堺市重度障害者歯科診療所の運営費を要求
する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・障害者支援課

82,174

令和2年度予算額

85,520

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

85,457

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 85,457 82,174

関連事業：

その他　特記事項

・平成20年4月　開設
・平成29年度
　建設に係る借入金に対する
償還補助金終了

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

合計 55,205 44,302

関連事業：

その他　特記事項

平成5年度から事業開始
平成29年度からタクシーチ
ケットの配布方法を変更

タクシーチケットの支給方
法等について見直す

スケジュール（経過及び今後展開）

51

4,624

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

44,302

令和2年度予算額

49,969

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

55,205
事業名 タクシー利用料金助成

タクシー利用券等印刷

通信運搬費

事業

概要

　日常生活を営むうえで移動手段となるタクシー料金の一部
を助成することによって重度心身障害者（児）の社会参加を
促進する。

　重度心身障害者（児）の方が利用するタクシーの障害者割
引適用後の初乗運賃を助成する。

　過去の実績を考慮して要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

タクシー利用料金助成

消耗品費等

1,029

49,501 対象者約12,000人
51

1,029

38,264

4,958

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

堺市障害者授産製品等アンテナショップ事業補助金

721

4,343 販売員の人件費等

715

4,343

事業名 授産製品販売促進事業

共益費

事業

概要

　障害者の授産活動を活性化させるとともに、市民に対する
障害への理解促進及び障害者の社会参加の促進を目的と
する。

　堺市内の障害者施設が加盟するパッセネットワークに対し、アンテ
ナショップ事業等に要する費用を補助する。

　アンテナショップ「パッセ」や出張販売において、障害者施設
が製作する授産製品の販売、PRを行うために要する経費を
要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・障害者支援課

5,058

令和2年度予算額

5,015

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,064

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 5,064 5,058

関連事業：

その他　特記事項

・平成12年12月　本事業開始
・平成28年 3月　イオンモー
ル鉄砲町にてアンテナショッ
プ「パッセ」を開店

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

会場借上料等

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

日常生活用具給付費

合計 233,288 239,766

関連事業：

その他　特記事項

平成18年10月より制度開
始。平成30年度より給付品
目として2品目を追加。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

239,766

令和2年度予算額

249,872

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

233,288
事業名 障害者（児）日常生活用具給付

扶助費

事業

概要

障害が理由で日常生活を営むことに支障のある障害者等
に、日常生活用具を給付することにより、障害者等の福祉を
増進する。

　重度の障害者等の日常生活がより円滑に行われるように、
必要に応じて介護・訓練支援用具、自立生活支援用具、在宅
療養等支援用具、情報・意思疎通支援用具、排泄管理支援
用具などの日常生活用具を給付する。

　過去の実績を考慮して要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

233,288 239,766

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

3,216 1,608

事業名 障害者福祉ホーム運営補助

補助金

事業

概要

家庭環境、住宅事情等により居宅での生活が困難である身
体障害者が、障害者福祉ホームを利用し日常生活に必要な
サービスを受けることにより、地域社会で安定した生活を送る
ことができるようにする。

障害者福祉ホームを運営する社会福祉法人に対して、サー
ビスを提供する管理人の人件費及び居室、設備の維持補修
経費の一部を補助する。

令和４年度の補助廃止に向けて、激変緩和のため、経過措
置として補助を減額する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・障害者支援課

1,608

令和2年度予算額

3,216

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,216

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 3,216 1,608

関連事業：

その他　特記事項

平成16年度から事業開始 廃止

スケジュール（経過及び今後展開）

経過措置として実施

　R　～　R

1施設に対する補助

64



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

64,947 67,038

事業名 訪問入浴サービス事業

委託料

事業

概要

　重度の身体障害者の身体の清潔の保持、心身機能の維持
等を目的とする。

　訪問入浴受託事業者が、浴槽・お湯を利用者宅へ運び、同
行の看護師がバイタルチェック等を行ったうえで、入浴サービ
スを行う。

　過去数年の実績の伸び率を参考にして算出した。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・障害者支援課

67,038

令和2年度予算額

61,800

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

64,947

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 64,947 67,038

関連事業：

その他　特記事項

H16.4事業開始 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

訪問入浴サービス

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

特別弔慰金

特別調整費

扶養年金

23,499

27,020

加入中に障害者が死亡したときの給付金

加入者が告知義務違反等で死亡した場合の見舞金

制度安定化のための負担金

加入者死亡後に給付される年金36,580

22,461

27,020

550

0

事業名 障害者扶養共済制度

保険料

弔慰金

事業

概要

障害者の保護者が死亡又は身体に著しい障害を有すること
となった場合に、障害者に対し年金の支給を行い、障害者の
生活の安定と福祉の増進を図る。

障害者を扶養している保護者が、毎月一定の掛金を納め、そ
の保護者が死亡、又は身体に著しい障害を有した場合に、障
害者に対し終身一定額の年金を支給する。

過去の実績を考慮して要求する。

脱退一時金

手数料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・障害者支援課

87,202

令和2年度予算額

81,773

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

91,671

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

39,600

850

100

合計 91,671 87,202

関連事業：

その他　特記事項

平成18年度本市の政令市移
行に伴い、大阪府より事業が
移管される

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

加入者の掛金

口座振替手数料

575

16

575

27

加入者が脱退し場合の給付金

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

　R　～　R

合計 786 788

関連事業：

その他　特記事項

平成18年度から政令市移行
に伴い、事業を開始。
令和元年度をもって利用者
の新規受付を停止。

令和4年度までに廃止

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

788

令和2年度予算額

510

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

786
事業名 精神障害者社会適応訓練事業

保険料

事業

概要

　回復途上である精神障害者が一定期間協力事業所に通所
し、就労訓練を通じて集中力、対人能力、仕事に対する持久
力その他社会生活を送るための適応力等を養うことで、社会
的自立を促進する。

　通院中の精神障害者の社会復帰を促進させるため、精神
障害者に対する理解が深く、作業の場を提供することができ
る協力事業所に社会適応訓練を委託する。

　　・訓練内容　　清掃業務など
　　・訓練時間　　１日につき８時間以内
　　・訓練期間　　原則６か月間　（３年間を限度として延長可
能）

　精神障害者の自立や社会復帰を進めるために必要となる
経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

委託料

66

720 精神障害者社会適応訓練業務

44

744

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

プロポーザルによって選定さ
れた法人と委託契約を締結

　R　～　R

16か所

合計 183,412 170,530

関連事業：

その他　特記事項

市内の地域活動支援セン
ターについて、令和3～5年度
の委託先を選定するため、公
募プロポーザルを実施。

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

300

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

170,530

令和2年度予算額

182,426

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

183,412
事業名 地域活動支援センター運営事業

地域活動支援センター生活支援型運営業務　等

事業

概要

　地域活動支援センターにおいて、障害者等に対して創作的
活動の機会を提供することにより、障害者の地域生活への移
行を推進するとともに、地域における自立生活の促進を図る
ことを目的とする。

　障害者に創作的活動・生産活動の機会を提供することによ
り、社会との交流を促進し、自立した生活を送るための支援
を実施する。

　設置個所数の見直し
　　・生活支援型（Aタイプ）　1か所減
　　・生活支援型（Bタイプ）　1か所増
　　・入浴支援強化型　　　　1か所減

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

選定委員報酬
堺市障害者地域活動支援センター運営補助金

183,050

62

300

170,230

0

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R　～　R

人件費、事業費等

合計 12,015 9,545

関連事業：

その他　特記事項

・H26年12月～Ｈ29年3月
　安心コールセンター事業
・H29年4月～
　緊急時対応事業

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・障害者支援課

9,545

令和2年度予算額

12,345

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

12,015
事業名 緊急時対応事業　

堺市障害者緊急時対応事業等

事業

概要

障害者の地域生活支援を推進する観点から、介護者の緊急
時に障害者が住み慣れた地域で安心して暮らせる仕組みを
構築する。

介護者の緊急時に介護を受けられなくなる障害者を対象に、
事前に緊急時の対応を希望する法人の短期入所事業所等
へ登録を行い、当該法人の夜間・休日祝日のコールセンター
へ連絡することにより、短期入所事業所の受け入れに係る
コーディネートや必要に応じて現場へ支援員を派遣する。

障害者・児の生活を地域全体で支える地域生活支援拠点等
の「緊急時の受け入れ・対応」機能として実施している事業
で、引き続き、障害者が地域で安心して地域生活を送ること
ができるよう要求を行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

12,015 9,545

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

委託料

負担金

79

952 講座運営等業務等

施設の光熱水費等負担分360

79

923

事業名 障害者文化芸術講座

保険料

事業

概要

障害者に対し、文化芸術活動や集う場所を提供することで、
社会参加の促進や当事者間の交流を図ることを目的とする。

障害者が豊かな社会生活を送れる機会を創出するため、障
害者を対象とした講座を開催する。

講座内容
　・フラワーアレンジメント講座
　・手芸講座

障害者が社会活動や交流を図ることができるよう、講座に要
する経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・障害者支援課

1,362

令和2年度予算額

1,200

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,391

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

360

合計 1,391 1,362

関連事業：

その他　特記事項

H29年4月～
　委託事業として文化芸術講
座を実施

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

1,319 763

事業名 医療型短期入所整備促進事業

補助金

事業

概要

人工呼吸器管理などの高度な医療的ケアへの対応が可能な
短期入所事業所の整備を促進し、医療的ケアを必要とする
重症心身障害者児の介護者の心身の負担軽減を図る。

医療機関が障害福祉サービスにおける短期入所事業者とし
て指定を受け、空床ベッドを活用して医療的ケアが必要な重
症心身障害者児に短期入所（医療型）サービスを提供した場
合に、障害福祉サービス費と診療報酬費の差額相当額を補
助金として交付する。

積算根拠の見直しを行い要求。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・障害者支援課

763

令和2年度予算額

0

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,319

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 1,319 763

関連事業：

その他　特記事項

平成29年度に、本制度に制
度切り替えの調整及び事業
実施

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

10,300円×74回（利用補助）

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

局・課名 ： 健康福祉局・障害者更生相談所

債務負担行為
要求額（千円）

5,539

令和2年度予算額

8,957

令和3年度要求額令和元年度決算額

通信運搬費

5,673

10

事業名 身体障害者手帳診断書無料交付

扶助費

事業

概要

　身体障害者手帳の交付申請に必要な診断書に係る費用
を助成することによって、身体障害者手帳の取得の推進
と、制度の周知や低所得者への負担軽減を図る。

　身体障害者手帳交付申請に要した診断費用（診断書作
成の文書料）を公費で負担する。

　対象者
　　市民税非課税世帯に属する身体に障害のある人

・　対象者を市民税非課税世帯に限定する。
・　公費負担対象を文書料に限定する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

5,683

郵便代

5,529

10

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 5,683 5,539

関連事業：

その他　特記事項

・　昭和４５年に事業開始
・　市民税非課税世帯に
　対象者を限定
・　文書料に限定

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

診断費用

基本計画
　施策番号

2-(5) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

継続実施。
事業実施方法の再検討。

　R　～　R

謝礼金

合計 1,745 1,303

関連事業：

その他　特記事項

新たに健康づくりに取り組む
市民グループの育成と活動
の継続支援

実施方法を見直し継続実
施。

スケジュール（経過及び今後展開）

133

159

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・健康医療推進課

1,303

令和2年度予算額

1,528

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,745
事業名 健康づくり組織育成事業

報償費

使用料・賃借料

事業

概要

市民が主体的に健康づくりに取り組むグループを育成し、増
やしていくことにより、市民の主体的な健康づくり活動の輪を
広げ、市民の主体的な健康づくりを支える地域づくりを推進
する。

各保健センターが行う健康教育や保健師の地域活動等によ
り、地域の核となるリーダーやウォーキングや体操などの健
康づくり自主活動グループの新たな育成を行っている。また
育成したグループのネットワークの支援や活性化のための取
り組みを行っている。
また、栄養士と歯科衛生士の在宅保健専門職の会を組織
し、その専門性を活かした地域活動に取り組んでいる。

新規に健康づくり活動に取り組む市民の増加に取り組む。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

需用費

役務費

574

879

借上料

消耗品費・印刷製本費

保険料141

463

629

70
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

継続実施
保健事業を実施する機会を
持つ。

　R　～　R

消耗品費・印刷製本費

合計 2,362 780

関連事業：

その他　特記事項

定期的な健康情報の提供
担当者会議の開催

継続実施
保健事業を実施する機会
を持つ。

スケジュール（経過及び今後展開）

0

1,700

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・健康医療推進課

780

令和2年度予算額

272

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,362
事業名 地域・職域連携事業

需用費

委託料

事業

概要

地域保健と職域保健が、堺市の青壮年期における課題を共
有し、共に健康教育や健康相談などを行うことにより、生涯を
通じた継続的な保健事業の提供体制を整備する。

地域保健（健康医療推進課・各保健センター）と職域保健（企
業）が連携し、働く世代の健康づくり支援として、健康づくりに
関する情報提供を行う。
・地域保健と職域保健が、健康課題を共有する機会を持つ。
・協定企業等を中心に、共に保健事業を実施する機会を持
つ。
・堺市健康づくりパートナー登録事業所に健康情報を提供す
る。

協定企業等とともに保健事業を実施する機会を持ち、事業所
を通じて青壮年期に必要な健康情報を提供する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

役務費

使用料賃借料

590

72

イベント運営委託料

郵送料
200

484

96

0
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

モデル区による事業実施

　R　～　R

会計年度職員

20

0

0

44

506

会場費

合計 2,604 6,872

関連事業：

その他　特記事項

事業開始に向けた検討 継続事業

スケジュール（経過及び今後展開）

0

2,029

0

3

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・健康医療推進課

6,872

令和2年度予算額

2,205

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,604
事業名 健康さかい２１健康支援事業

報酬

旅費

事業

概要

市民が地域で健康的な生活が送れるよう、市民の健康の保
持増進のため、保健事業と介護予防等を一体的に実施す
る。

１．保健センターを中心に健康情報コーナー・健康チェック
コーナーを設置し、健康づくりに関するパネル展示や各種の
情報提供（パンフレット等の配架）と個別相談を行う。
２、循環器疾患のリスク者、健診後の受診や保健指導未受診
者などへの訪問支援を実施し、通いの場や介護・医療サービ
スへつなぐ。

保健事業と介護予防について一体的事業を新規事業として
実施する。
COPD対策は関連事業である受動喫煙対策で実施する。

使用料

謝礼金

備品購入費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

役務費

職員手当等

需用費

22

0

管内旅費

通信費

会計年度職員通勤費

指導用資材等999

4,733

667

436

17
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

継続実施。

　R　～　R

懇話会委員謝礼金

合計 481 171

関連事業：

その他　特記事項

平成３０年度に立案した健康
増進計画の事業進捗を把握
し、意見を聴取する。

継続実施。

スケジュール（経過及び今後展開）

127

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・健康医療推進課

171

令和2年度予算額

115

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

481
事業名 健康さかい２１推進事業

謝礼金

事業

概要

堺市健康増進計画「健康さかい２１（第2次）」の各事業の進
捗管理を行い、事業の改善や発展について、懇話会を開催
し、広く意見を聴取するもの。

健康増進計画懇話会において、学識経験者や医師会、職域
関係者等から市民の健康状況をや発展について、懇話会を
開催し、広く意見を聴取する。聴取した意見をもとに、効果的
な事業実施ができるよう検討を行う。

懇話会を１回開催する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

需用費

役務費

347

7 事務用品等

会議案内等10

133

28
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

医師等研修事業

保健医療事業推進等事業

184

579 学会等への派遣経費

医療業務従事者傷害保険料495

184

513

事業名 地域保健対策事業

堺市保健医療審議会経費

事業

概要

地域住民の健康の保持及び増進並びに地域住民が安心し
て暮らせる保健医療体制の確保を図るために本市が実施す
る地域保健対策の円滑な実施及び総合的な推進体制を整備
する。

【堺市保健医療審議会の開催】
市長の諮問機関として、市議会議員や学識経験を有する者、
公共的団体等又は公共的医療機関の代表者で構成し、保健
医療に関する総合対策の樹立とその他の重要事項につき調
査及び審議を行う。

【医師等研修事業】
市民の健康の保持増進に効果の高い施策の企画立案及び
事業の実施に必要な研修に職員（医師）を派遣する。

事業の継続実施に必要な経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・健康医療推進課

1,192

令和2年度予算額

483

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,453

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

690

合計 1,453 1,192

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

委員報酬他
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

謝礼金

健康づくり推進イベント事業

健康づくり推進支援事業

500

3,850

健康づくり講演会の開催

事業協力にかかる謝礼

健康フェアの開催

健康づくり事業への協賛650

500

3,850

1,000

0

事業名 健康都市づくり関連事業（本庁）

健康づくり啓発事業

健康づくり調査研究事業

事業

概要

市民の健康寿命の延伸を目的とし、本市が策定する健康増
進計画を基盤に、生活習慣病の予防や改善等に力点を置
き、心身とも健康で心豊かに生活できる地域社会の実現に向
けて多種多様な健康情報の提供や啓発活動などを行う。

１．堺市健康づくり推進市民会議運営補助金について
当補助金で運営される4つの事業（健康づくり啓発事業、健康
づくり推進イベント事業、健康づくり推進支援事業、健康づくり
調査研究事業）は、市民参加型の健康づくりの推進を目的に
事業展開され、市民の自発的な心と身体の健康づくりに資す
るとともに、「健康都市・堺」の実現をめざすものである。

新型コロナウイルス感染症が拡大する中、感染症予防につ
いて、広く市民に啓発するため、事業を継続する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・健康医療推進課

6,000

令和2年度予算額

6,100

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

6,100

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

650

1,000

100

合計 6,100 6,000

関連事業：

その他　特記事項

新型コロナウイスる感染防止
のため、令和元年度、2年度
事業の一部を中止または
Webで実施。

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

食中毒予防キャンペーンの実施等
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

1,681 1,332

事業名 骨粗しょう症予防検診

骨粗しょう症予防検診

事業

概要

骨粗しょう症を予防するとともに骨粗しょう症に関する正しい
知識を啓発し普及することにより、市民の健康の保持増進を
図る。

堺市民で18歳以上の者を対象に各保健センター（ちぬが丘
保健センターを除く）において骨密度測定を実施する。

骨密度測定後に測定結果を本人へ手渡し、骨粗しょう症予防
に関する健康教育、栄養指導等を実施する。測定結果によ
り、必要な場合は、医師による指導を実施する。

骨粗しょう症予防検診の事業実施に必要な経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・健康医療推進課

1,332

令和2年度予算額

1,286

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,681

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 1,681 1,332

関連事業：

その他　特記事項

平成6年度から事業開始
平成15年度対象年齢を25歳以上から18歳
以上に変更
平成28年度から超音波法を用いた超音波骨
評価装置を順次導入

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

消耗品費等
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

・継続実施
・がん対策施策の推進

　R　～　R

報酬、消耗品費等

1,200

66

1,200

70

委託料

合計 67,667 67,043

関連事業：

その他　特記事項

がん対策推進委員会を平成
25年度から開催

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

19,152

330

42,366

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・健康医療推進課

67,043

令和2年度予算額

67,461

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

67,667
事業名 健康推進・がん対策推進事業

推進会議・計画関係

がん患者支援

事業

概要

「堺市がん対策推進条例」に基づき、がんの早期発見・早期
治療、がん死亡者の減少を図るため、がん検診の受診啓
発、がん教育及びがん患者支援などの取り組みを実施。この
実施にあたっては、企業や関係団体と連携しながら効果的に
推進する。

○がん対策推進
 　ピンクリボン等がん検診受診勧奨及び啓発の実施
○がん予防の取り組みに関する啓発
○受診勧奨案内送付
　20・22・30・42歳の女性、40・50・60・64歳に郵便による受診
勧奨
○医療機関などへのポスター、リーフレットの配布
○がん患者相互支援の場の充実
〇がん検診総合相談センター
　コールセンターの運営、集団検診予約受付の実施、がん検
診総合相談ポータルの維持管理

・検診の受診率向上及び市民の健康推進に関する事業継続
に必要な経費を要求する。
特に今年度は、健（検）診の受診勧奨の強化、がん予防の取
り組みに関する啓発等に注力していく。
・がん検診総合相談センター（コールセンター）における電話
勧奨強化

女性特有のがん対策

その他

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

がん検診総合相談センター

ピンクリボン・がん予防啓発

受診勧奨

633

3,916

報償費、印刷製本費等

委託料

印刷製本費、委託料等

通信運搬費、委託料等19,969

410

2,982

110

42,306
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

3,879 3,858

事業名 健康診査・保健指導事業

健康診査・保健指導

事業

概要

糖尿病等の生活習慣病有病者と予備群の減少に資するため
健診を実施し、その検査結果を受けて、糖尿病、高血圧症、
脂質異常症等の危険因子を複数併せ持つ「内臓脂肪症候群
（メタボリックシンドローム）」の該当者・予備群に対し保健指
導を実施することで、適切な生活習慣を身につけ、健康の保
持増進へつなげる。

○健康診査
いずれの医療保険にも加入していない者の内40歳以上の者
（主に生活保護受給者）を対象に市内協力医療機関にて身
体測定（腹囲測定含む）・血圧測定・血液検査等を実施する。
自己負担金は無料

○保健指導
健康診査のリスクの状況により保健指導が必要となった者に
対して、生活習慣病の改善に向けた指導・支援を行う。

いずれの医療保険にも加入していない者、及び東日本大震
災による堺市への避難者に対しての健康増進事業として継
続実施。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・健康医療推進課

3,858

令和2年度予算額

3,780

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,879

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 3,879 3,858

関連事業：

その他　特記事項

平成20年度の医療制度改革
により事業開始

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

個別医療機関での健診費用
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

その他

堺市健康づくり食生活改善推進協議会研修会

特定給食施設指導

367

1,297

調査員報酬等

地域健康リーダー活動費、講師料等

印刷製本費、通信運搬費等348

328

1,297

1,375

144

事業名 健康増進栄養事業（本庁）

健康づくり教室

国民健康・栄養調査

事業

概要

食生活を中心とした健康づくりについて、栄養指導や調理実
習等を行い、健康の保持増進、生活習慣病の予防を図る。

○健康づくり教室
　健康づくりの基本について、講義や実習を通じて学び、地
域での健康づくりリーダー養成を目的に各区で開催する。
○堺市健康づくり食生活改善推進協議会研修会
　地域で健康づくり活動を行うボランティア団体の活動を活性
化するため、講演や実習等の研修会を開催する。
○特定給食施設指導
　病院・事業所等の特定給食施設を対象に栄養・給食管理に
関する実地指導と講演会、調理師研修会を実施する。
○国民健康・栄養調査
　栄養摂取状況・身体状況・生活習慣等の調査を実施する。

食生活を中心とした健康づくりをめざし、健康づくり教室の開
催、食生活改善ボランティア団体の活動支援、特定給食施設
指導等、事業実施に必要な経費を継続して要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・健康医療推進課

3,492

令和2年度予算額

2,755

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,481

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

341

1,318

158

合計 3,481 3,492

関連事業：食育推進事業（本庁）

その他　特記事項

H13～堺市健康づくり食生活
改善推進協議会リーダー研
修会の開催
R2国民健康・栄養調査中止

事業実施

スケジュール（経過及び今後展開）

「新しい生活様式」に対応し
た方法で事業実施

　R　～　R

講師料、消耗品費等

82



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

食育市民アンケート調査

食育体験事業の実施

栄養成分表示店指定事業

266

294

印刷製本費、委託料等

印刷製本費、消耗品費等

謝礼金、通信運搬費等

印刷製本費等85

367

262

166

0

事業名 食育推進事業（本庁）

食育推進ネットワーク会議の開催

堺市食育推進計画（第3次）推進事業

事業

概要

堺市食育推進計画（第３次）に基づき、関係各課において事
業を展開するとともに、市民や関係団体との協働による食育
を推進することにより、将来に渡って健全な心身を培い、豊か
な人間性を育むことで、文化的な市民生活と活力のあるまち
の実現を図る。

○食育パネル展の開催
　食育関係団体と関係課によるパネル展示等を行う。
○食育推進ネットワーク会議の開催
　食育関係団体と関係課のネットワーク化を図るため開催。
○食育体験事業の実施
　各区保健センター等で調理実習を実施し、地域・学校・家庭
と連携した食育を推進する。
○栄養成分表示店指定事業
　飲食店の栄養成分表示、ヘルシーメニューの提供を行う。

「堺市食育推進計画（第３次）」に基づく取り組みとして、その
事業の進捗状況を検証しながら、食育推進施策を総合的か
つ計画的に推進し、食育を広く市民に普及啓発していくため
必要な費用を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・健康医療推進課

880

令和2年度予算額

4,547

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,921

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

85

296

980

その他

合計 1,921 880

関連事業：健康増進栄養事業（本庁）

その他　特記事項

堺市食育推進計画（第3次)に基
づく事業の実施
堺市食育推進計画（第3次)評価
のための市民アンケート調査

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施
次期計画策定

　R　～　R

委託料、印刷製本費等
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

継続実施。
事業実施方法の再検討。

　R　～　R

医師報酬

映像処理加工

7

300

0

0

会場費

合計 4,794 3,057

関連事業：

その他　特記事項

継続実施 実施方法を見直し継続実
施。

スケジュール（経過及び今後展開）

312

1,418

533

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・健康医療推進課

3,057

令和2年度予算額

5,516

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

4,794
事業名 成人保健指導事業（本庁）

報酬

需用費

事業

概要

　がんを含めた生活習慣病の予防のための科学的な根拠
や、健康づくりのための情報等の提供を行うことにより、市民
一人ひとりが、「自分の健康は自分でつくる」という意識をもっ
て健康づくりに効率的に取り組むことにより、健康の保持増
進を図る。

○健康教育：生活習慣病等に関する正しい知識の普及を図
ることにより、市民自らが健康づくりに取り組むという認識と
自覚を高め、市民の健康の保持増進につなげる。
○健康相談：心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な
指導及び助言を行い、家庭における健康管理を支援する。
○その他の健康増進事業等：療養上の保健指導が必要な方
とその家族に対する訪問指導を行い、心身機能の低下防止
及び健康の保持増進につなげる。

堺市健康増進計画に基づき、継続的に市民主体の健康づく
りを推進するために必要な経費を要求する。

使用料

委託料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

役務費

報償費

旅費

176

2,355

消耗品費・印刷製本費

郵送料・保険料、検査料

講師謝礼金

管内・管外旅費215

242

396

1,828

69

84



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

継続実施

　R　～　R

出務者報酬、報償,印刷製本費等

人件費、通品費等

報酬、報償費、消耗品等

272

143

198

198

569

報酬、報償、消耗品等

0歯科疾患実態調査

合計 5,727 5,698

関連事業：成人歯科検診事業

その他　特記事項

堺市歯科口腔保健推進計画
の進捗管理　事業の継続実
施

スケジュール（経過及び今後展開）

410

211

200

3,185

154

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・健康医療推進課

5,698

令和2年度予算額

5,437

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,727
事業名 歯科口腔保健事業（本庁）

歯の健康相談・健康展

障害者等歯科口腔保健ネットワーク推進事業

事業

概要

歯科口腔保健に関する正しい知識を普及、啓発し、歯科疾患
予防の徹底を図るとともに、その早期発見、早期治療を励行
することで、歯科口腔保健の維持改善を行い、もって市民の
健康保持増進を図る。

・80歳で20本以上の歯を保つことを目標とした「8020（ハチマ
ルニイマル）運動 」について、関係団体などと協力して各種
の啓発活動を実施する。
・各保健センターにおいて、歯科相談、保健指導を行う。
・堺市口腔保健センターにおいて、歯の健康相談・健康展を
年２回開催し、歯科相談、歯みがき指導等を行い、歯と口の
健康に関する正しい知識の普及や歯科疾患の早期発見をめ
ざす。
・堺市歯科口腔保健推進計画懇話会を開催し、学識経験者
や保健医療専門職、市民等から意見の聴取を行い、進捗管
理及び計画の見直し、策定を行う。

口腔の健康の維持増進を図ることは、単に歯を残すことだけ
ではなく、心身の健康と質の高い日常生活を送ることにつな
がることから、効果的に市民に啓発するための方法や媒体を
検討する。

歯科口腔保健（歯周病等）

組織育成関係

堺市歯科口腔保健推進計画懇話会

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

多職種連携づくり

歯科保健講演会

大阪口腔衛生協会負担金

1,043

180

委託料、報償費、消耗品費等

報償費

報償費、会場借り上げ費等
200

1,048

194

3,132

88

85



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

16,733 15,330

事業名 胃がんリスク検査

胃がんリスク検査

事業

概要

対象年齢の市民に胃がんリスク検査を実施することで、将来
の胃がん発症のリスクが判明し市民の胃がん予防意識の増
進を図る。ヘリコバクター・ピロリの除菌治療によって胃がん
発症を予防し、胃がんによる死亡者の減少を図る。

○胃がんリスク検査
・血液検査（ペプシノゲン検査、ヘリコバクター・ピロリ抗体検
査）
・堺市民のうち35歳から49歳の者が対象。

○自己負担金無償化の実施（最終年度）

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・健康医療推進課

15,330

令和2年度予算額

7,566

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

16,733

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 16,733 15,330

関連事業：

その他　特記事項

継続実施 無償化終了
事業は継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

検診委託料・受診票印刷製本費等
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

3,985 7,624

事業名 前立腺がん検査

前立腺がん検査

事業

概要

対象年齢の市民に前立腺がん検査を実施することで、近年
増加傾向にある前立腺がんを早期に発見し、治療に結びつ
けると同時に、他のがん検診の受診促進を図る。

前立腺がん検査：堺市民の男性のうち50歳以上69歳以下で
偶数年齢の者が対象

○自己負担金無償化の実施（最終年度）

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・健康医療推進課

7,624

令和2年度予算額

2,375

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,985

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 3,985 7,624

関連事業：

その他　特記事項

継続実施 無償化終了
事業は継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

検診委託料・受診票印刷製本費等
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

継続実施。

　R　～　R

医師報酬

施設検査等

0

400

1,950

0

合計 3,694 1,434

関連事業：

その他　特記事項

法律及び条例の周知
禁煙支援

継続実施。

スケジュール（経過及び今後展開）

114

1,314

294

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・健康医療推進課

1,434

令和2年度予算額

1,248

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,694
事業名 受動喫煙対策事業

報酬

需用費

事業

概要

健康増進法の一部を改正する法律、大阪府受動喫煙防止条
例、大阪府子どもの受動喫煙防止条例に基づき、望まない
受動喫煙の防止を図る。
また、禁煙をしたい人に対し禁煙を支援する。

・法律及び条例の周知・啓発
・通報時の聞き取り、指導・助言
・義務違反時の立入
・喫煙可能室設置施設の届出受付
・受動喫煙防止に積極的に取り組む飲食店を称賛する禁煙
優良店の公表等
・新規に営業許可を受ける飲食店に対する通知
・禁煙支援

COPD対策、禁煙支援、受動喫煙防止対策を連動して実施す
る。

備品、賃借料等

委託料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

役務費

謝礼金

旅費

22

0

消耗品費・印刷製本費

郵送料

その他講師

管内・管外旅費83

0

99

787

65

88



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

乳がん検診

肺がん検診

大腸がん検診

195,056

148,343

検診委託料・受診票印刷製本費等

検診委託料・受診票印刷製本費等

検診委託料・受診票印刷製本費等

検診委託料・受診票印刷製本費等0

0

0

0

0

事業名 がん検診（本庁）

胃がん検診

子宮がん検診

事業

概要

対象年齢の市民に各種がん検診を実施することで、がんを
早期に発見し、早期治療に結びつけることにより、がん死亡
者の減少を図り、市民の健康の保持増進を図る。

○胃がん検診：50歳以上で偶数年齢の者が対象
○肺がん検診：40歳以上の者が対象
○大腸がん検診：40歳以上の者が対象
○子宮がん検診：20歳以上で偶数年齢の女性が対象
　・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業（国庫
補助事業）の実施。20歳へ無料クーポンを送付
○乳がん検診：40歳以上で偶数年齢の女性が対象
　・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業（国庫
補助事業）の実施。40歳へ無料クーポンを送付
○がん検診精度管理：読影等実施

○がん検診自己負担金の無償化の実施（最終年度）
○6つの事務事業を統一する。

がん検診精度管理

がん検診

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・健康医療推進課

1,214,014

令和2年度予算額

928,759

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,082,039

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

194,099

295,325

169,613

合計 1,082,039 1,214,014

関連事業：

その他　特記事項

各種がん検診を継続実施 無償化終了
事業は継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

　R　～　R

検診委託料・受診票印刷製本費等

検診委託料・読影センター委託料等

0

1,214,014

79,603

0

読影センター委託料

89



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(2) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

地域医療連携ＩＣＴ周知用印刷物経費

堺市地域医療情報ネットワーク運営協議会負担金

520

1,706 印刷製本費

協議会参画団体との共同事業1,620

520

0

事業名 医療計画推進事業

大阪府堺市保健医療協議会等運営経費

事業

概要

大阪府との委託契約に基づき、第7次大阪府医療計画（2018
年度～2023年度）の改訂及び推進を図るため、協議を行う大
阪府堺市保健医療協議会の運営等を行う。

○第7次大阪府医療計画（堺市二次医療圏）に基づき、地域
保健医療の向上を図るためその推進方策等に関し、必要に
応じて会議を開催し、意見の取りまとめを行い大阪府へ報告
を行う。
　
○当該計画に基づく「病病、病診連携を図るＩＣＴの活用」を推
進するため、堺市地域医療情報ネットワーク運営協議会に参
画し他の参画団体と共同して普及啓発等の事業を実施す
る。

　引き続き、「病病、病診連携を図るＩＣＴの活用」を推進する
ため、堺市地域医療情報ネットワーク運営協議会に参画し共
同して事業を実施していく。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・健康医療推進課

2,140

令和2年度予算額

473

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,226

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

0

合計 2,226 2,140

関連事業：

その他　特記事項

・大阪府堺市保健医療協議会
（部会、病院連絡会を含む）の開
催
・堺市地域医療情報ネットワーク
運営協議会の発足

・大阪府堺市保健医療協議会（部会、病
院連絡会を含む）の開催、医療計画の
最終年度（令和4（2023）年度）評価の実
施
・堺市地域医療情報ネットワークシステ
ムの運用、普及啓発

スケジュール（経過及び今後展開）

・大阪府堺市保健医療協議会
（部会、病院連絡会を含む）の開
催
・堺市地域医療情報ネットワーク
システムの稼働開始

　R　～　R

普通旅費、消耗品費等
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

事業の継続実施

　R　～　R

合計 47,940 47,940

関連事業：

その他　特記事項

平成2年度より補助金要綱を
制定し補助開始

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・健康医療推進課

47,940

令和2年度予算額

47,940

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

47,940
事業名 口腔保健センター補助事業

堺市口腔保健センター運営補助金

事業

概要

地域における包括的歯科医療を推進するため、その中心的
施設である口腔保健センターを運営する堺市歯科医師会に
補助を行うことにより、歯科衛生の充実を図り、市民の健康
保持及び増進に寄与する。

口腔保健センターで実施する障害者歯科診療及び在宅等訪
問歯科診療支援事業、堺歯科衛生士専門学校運営事業、市
民啓発事業にかかる人件費、医薬材料費等の経費に対し、
補助を行う。

事業の継続実施に必要な経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

47,940 47,940

基本計画
　施策番号

2-(1) 2-(2) 　 　
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(2) 　 　

継続実施

　R　～　R

5,956

300

5,956

300

635

合計 256,373 472,406

関連事業：

その他　特記事項

救急医療事業団等救急医療
事業を行う団体に対し補助
金を交付

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

579

25,202

30,395

4,789

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・健康医療推進課

472,406

令和2年度予算額

246,948

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

256,373
事業名 救急医療対策事業

堺市救急医療事業団運営事業

歯科急病診療事業

事業

概要

　休日、夜間等における地域救急医療体制の安定確保及び
救急医療対策の推進を図り、地域住民の健康保持増進に寄
与するため、堺市救急医療事業団、救急告示病院及び堺市
歯科医師会が実施する救急医療事業に要する経費を助成す
る。
　また、適正受診に向けた啓発活動を行う。

・初期救急医療体制の安定的な確保
・救急告示病院等に対する救急医療にかかる経費助成
・二次救急医療連携の強化

コロナ禍における診療の維持及び今後も安定的に医療提供
を行うために必要な体制整備を図る。

こども急病診療センター土地使用料

その他

性暴力被害者ネットワーク協力医療機関支援負担金

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

周産期緊急医療体制整備事業負担金

病院群輪番制病院運営事業

小児救急医療支援事業

149,096

40,000

大阪府・大阪市との共同事業

25,200

365,551

40,000

30,031

4,789
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

1-(2) 　 　

事業の継続実施

　R　～　R

人件費等へ充当

合計 39,900 39,900

関連事業：

その他　特記事項

昭和６０年度より補助金交付
開始

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・健康医療推進課

39,900

令和2年度予算額

39,900

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

39,900
事業名 看護師確保対策事業

堺看護専門学校運営補助金

事業

概要

堺看護専門学校に対する助成を行うことにより、養成力の充
実を図り、もって市内医療機関における看護師の量的・質的
確保を図る。

堺看護専門学校に対する助成を行うことにより、養成力の充
実を図り、もって市内医療機関における看護師の量的・質的
確保を図るため、学校運営に対して補助を実施する。

事業の継続実施に必要な経費を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

39,900 39,900
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(2) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

評価委員会等経費

医療機器整備資金貸付金

2,554,885

428

420,000

2,271,579

363

事業名 堺市立病院機構運営費負担事業

堺市立病院機構運営費負担金等

事業

概要

・堺市立総合医療センターが、救急医療、小児・周産期医療
等の政策医療や不採算医療を安定的に提供することにより、
公的医療機関としての使命を継続して果たすことで、市民の
健康の維持及び増進に寄与する。

・救急医療、小児・周産期医療、感染症医療等の政策医療、
不採算医療の実施に係る経費について、地方独立行政法人
法に基づき堺市立病院機構に負担金を支出する。
・地方独立行政法人の業務実績や中期目標、中期計画につ
いて意見提示等を行う評価委員会を開催する。
・医療機器を購入、更新する経費の一部を法人に貸し付け
る。

・救急医療等の政策医療や不採算医療に係る経費を要求す
る。
・評価委員会の開催に要する経費を要求する。
・医療機器の購入、更新に要する経費の一部を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：健康福祉局・健康医療推進課

2,691,942

令和2年度予算額

2,529,107

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,975,313

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

420,000

合計 2,975,313 2,691,942

関連事業：

その他　特記事項

地方独立行政法人への移
行・堺市立総合医療センター
開院・評価委員会（業務実績
評価・中期目標等の策定）

評価委員会（業務実績評
価・中期目標等の策定）

スケジュール（経過及び今後展開）

評価委員会開催（業務実績
評価等）

　R　～　R
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

墓地区域の維持管理
共有墓地火葬場改修に対す
る補助

　R　～　R

堺市霊園内無縁墓地除草等業務等

合計 2,433 3,862

関連事業：

その他　特記事項

墓地区域の維持管理
共有墓地火葬場改修に対す
る補助

墓地区域の維持管理
共有墓地火葬場改修に対
する補助

スケジュール（経過及び今後展開）

5

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・斎場

3,862

令和2年度予算額

7,788

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,433
事業名 堺市立斎場墓地等維持管理

植栽等維持管理委託料

事業

概要

墓地、埋葬等に関する法律、堺市立斎場墓地条例、堺市立
斎場墓地施行規則に基づき適切に事務を執行する。

墓地使用に関する許可事務等を行う。
①許可証の再交付②許可証の書き換え③使用権の承継④
墓地区画の工事許可
また、墓地区域を適正に維持管理する。

共有墓地火葬場改修に対する補助に必要な経費を要求す
る。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

共有墓地等環境整備事業補助金

その他

2,428

0

通信運搬費6

2,428

1,428

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

火葬炉定期補修工事
斎場屋根防水改修工事

　R　～　R

2810 手指消毒用エタノール等

合計 370,742 627,022

関連事業：

その他　特記事項

火葬炉定期補修工事
斎場屋根防水改修工事設計

火葬炉定期補修工事
防災設備更新工事

スケジュール（経過及び今後展開）

100,365

5,446

0

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・斎場

627,022

令和2年度予算額

349,344

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

370,742
事業名 斎場管理運営

管理運営・維持管理委託料

使用料及び賃借料

事業

概要

市民福祉と公衆衛生の向上及び増進を図ることを目的とす
る。

火葬場、式場等使用の受付及び火葬運営業務
墓地に関する事務（改葬許可）

火葬炉定期点検に伴う補修工事
斎場屋根防水改修工事

コロナ対応

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

整備工事費

施設修繕料

光熱水費

201,261

63,670

斎場屋根防水改修工事

火葬炉定期補修工事等
96,478

215,317

61,500

5,446

248,000

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(6) 　 　

　R　～　R

自殺対策推進懇話会の運営、計画策定等

09,105 自殺未遂者支援、ゲートキーパー養成等

合計 12,998 5,851

その他　特記事項

H21.3　堺市自殺対策推進計画の策定
H25.3　堺市自殺対策強化プランの策定
H27.10　自殺対策に関する市民意識調査
H29.3　「堺市自殺対策推進計画（第２次）」の策定
H29.7　自殺総合対策大綱の見直し
R2.11　自殺対策に関する市民意識調査

堺市自殺対策推進計画（第3次）に
沿った事業の推進。
国の動き及び市民等意識調査の
結果を踏まえた計画見直しの実
施。

スケジュール（経過及び今後展開）

堺市自殺対策推進計画（第２次）に
沿った事業の推進。国の動きを踏まえ
た事業の拡充・見直しや、R２年度に
実施した市民意識調査等に基づき、
第3次計画を策定をする。

127

0

179

項目

2,853

66

3年度要求額 内容・積算等

期間

： 健康福祉局・精神保健課

5,851

令和2年度予算額

9,660

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

12,998
事業名 自殺対策事業

地域自殺対策推進センター関係

新型コロナ対応自殺予防電話

事業

概要

「自殺対策基本法（平成18年10月施行）」の理念に基づき、自
殺を予防し、社会の健全な発展を図るため、抜本的な対策を
協議するとともに、関係機関・団体等との「連携」を強化し、市
民が健康で生きがいを持って暮らせる社会の実現を目的と
する。

①堺市自殺対策推進計画（第2次)に基づき、重点的な対策を
実施する。
○自殺対策連絡懇話会や庁内連絡会の開催
○職域でのメンタルヘルス対策として事業所に対する研修会
の開催
○かかりつけ医を対象とした研修会の開催
○自殺予防週間や自殺対策強化月間において、集中的な普
及啓発事業を実施
②令和3年度末で堺市自殺対策推進計画（第2次）の計画期
間が終了することから、次期計画策定に向けた見直しを行
う。

　令和3年度末を計画期間としている「堺市自殺対策推進計
画（第2次）」を見直し、「堺市自殺対策推進計画（第3次）」を
策定する。また、令和2年度に続き、新型コロナウイルス感染
症に関連したメンタルヘルスの問題に対応した事業を実施す
る。

こころの健康センターへ移管事業

事業費（千円）

主な要求内容

関連事業：こころの健康センター地域支援事業

自殺未遂者及び自死遺族への相談支援、ゲートキーパーの養成等について
はこころの健康センターで実施。

債務負担行為
要求額（千円）

その他

普及啓発関係

研修事業関係

2,496

1,091

府民向けフリーダイヤル（共同事業）

全国会議参加経費等

「相談機関一覧」冊子の作成等
かかりつけ医、企業の経営者や労務担当者等対象87

2,326

519

（単位：千円）
2年度予算
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

消耗品費・印刷製本費

専門職（非常勤）の給与

研修講師謝礼金

336

10,646

専門職通勤費、訪問支援等に係る旅費

ゲートキーパー養成事業消耗品費等

精神保健福祉士、臨床心理士等
性暴力被害、自死遺族相談支援等に関する研修1,376

471

20,263

1,797

295

事業名 こころの健康センター地域支援事業

専門相談等医師報酬

専門職（非常勤）の通勤費、旅費

事業

概要

　自殺対策基本法の理念に基づき、自殺を予防し、誰もが自らのい
のちを大切にできるように、きめ細やかな見守りで支え合うまちをめ
ざすとともに、精神保健及び精神障害者の福祉に関する相談・指導
について、複雑又は困難ものを行ない、関係機関に対する技術的
事項についての協力その他必要な援助を行うことにより、市民のメ
ンタルヘルスの増進及び精神障害者の福祉の向上を図る。

■「自殺未遂者への相談支援」
　警察・救急・救急告示病院と連携して自殺未遂者の再企図を予防
する相談支援を行う。
■「ゲートキーパーの養成の拡充」
　庁内外の窓口職員だけでなく、広く市民や企業、学校関係者、医
療従事者等も対象に研修会を行う。
■「自死遺族相談」「性暴力被害への心理カウンセリング」
　大切な人を自死で亡くされた遺族の方及び性暴力被害に遭われ
た女性のために、専門的な心のケア（心理カウンセリング）を行う。
■「こころの電話相談」
　市民の心の健康に関する様々な相談に応じるため、専用回線に
よる、こころの電話相談を行う。

　自殺未遂者への直接支援を担う、いのちの応援係の移管
に伴う、自殺未遂者への支援や自殺の要因軽減のための支
援体制の強化に必要な経費を要求する。
　自死遺族相談、性暴力被害者へのカウンセリング、こころ
の電話相談の継続実施に必要な経費を要求する。

通信運搬費

研修会等負担金

会場等使用料、自動車・駐車場借上料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：
健康福祉局

・こころの健康センター

24,709

令和2年度予算額

30,930

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

17,845

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

4,959

1,061

70

合計 17,845 24,709

関連事業：自殺対策事業

その他　特記事項

　いのちの応援係が精神保健
課からこころの健康センターへ
移管。自死遺族相談、性暴力
被害カウンセリングの継続

　事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

　事業の継続実施

　R　～　R

思春期相談・いのちの相談支援業務

ゲートキーパー養成研修会場借上料等

性暴力被害研修参加費等

222

207

113

101

559

専用電話、ゲートキーパー養成事業郵送費等

78

基本計画
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

旅費

専門職（嘱託員)報酬

専門職（嘱託員）)期末手当

4,974

2,147

入院届及び定期病状報告料

実地審査旅費、通勤費

精神保健福祉士1名

精神保健福祉士1名548

5,269

2,567

7,200

285

事業名 精神医療審査会

審査会委員報酬

報償費

事業

概要

精神障害者の人権に配慮しつつ、その適正な医療及び保護
を確保するために、精神科病院に入院している精神障害者
の処遇等について、独立した機関として専門的な審査を行う
ことを目的とする。

精神医療審査会を運営する。なお、審査会は複数（3）の合議体に
分かれており、具体的な審査等はその合議体単位で行う。

（精神医療審査会の事務の概要）
①退院等の請求の処理
精神科病院に医療保護入院（強制入院）中の者等からの請求に応
じ、その入院や処遇が適当であるかを審査する。
②定期の報告等の審査
精神科病院に強制入院中の者等に関する届や報告を受け、その入
院や処遇が適当であるかを審査する。

　精神障害者の人権に配慮しつつその適正な医療及び保護
を確保するためには、速やかな審査業務が求められている
が、精神科病院への措置入院の件数増加や、それに伴う業
務量増加の傾向は続いている。このような状況に対応すべ
く、審査委員を適切に配置し、実地面接を速やかに行い、審
査業務の円滑化を図る。

需用費

使用料及び賃借料

役務費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：
健康福祉局

・こころの健康センター

16,630

令和2年度予算額

16,079

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

15,446

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

56

2

457

7,200

451

負担金

合計 15,446 16,630

関連事業：

その他　特記事項

・平成18年度、政令指定都市
移行と同時に事業開始
・平成26年度、改正精神保健
福祉法施行

　事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

精神医療審査会連絡協議会シンポジウム

　事業の継続実施

　R　～　R

審査会委員20名による議事及び実地面接

専用電話、郵送費等

審査会　実地調査タクシー借上

134

569

69

74

72

法律関係書籍購入等

2

基本計画
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

印刷製本費

研修講師謝礼金

研修旅費

672

369

専門書籍、事務用品等

依存症テキスト、啓発リーフレット他

依存症家族教室等

依存症専門研修（東京）旅費等1,067

672

359

185

230

事業名 依存症対策支援事業

専門相談等医師報酬

専門グループワーク活動用品等

事業

概要

　依存症はその特性（患者本人や家族が依存症であるという
認識を持ちにくいこと）や専門医療機関の不足等から必要な
支援を受けにくい状況にある。そのため、関係機関向け研修
や相談体制の拡充により、依存症で悩む市民に対する支援
を強化する。

■依存症に関する相談支援等
　薬物やギャンブル等の依存症で悩む本人、家族からの相
談に応じ、関係機関との連携の中で必要な支援を提供する。
また、家族教室や講演会、研修等の実施を通じて、依存症へ
の正しい理解と対応について周知、啓発を行う。

■依存症支援者研修
　依存症対策を進めるため、支援機関（医療機関を含む。）向
けの研修を実施する。

　地域の依存症相談拠点として、回復プログラムや家族教室
の実施、医師等の専門職による講義の受講の機会を提供す
る等、効率的な支援に必要な予算を要求する。

通信運搬費

研修会、その他参加負担金

備品購入費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：
健康福祉局

・こころの健康センター

2,777

令和2年度予算額

1,303

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

3,463

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

251

1,197

385

350

合計 3,463 2,777

関連事業：

その他　特記事項

　平成30年度から、ギャンブ
ル等依存症相談の開始及び
依存症支援者研修の実施。
薬物依存症相談の継続。

　事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

　事業の継続実施

　R　～　R

依存症相談業務

統計用データパソコン

依存症専門研修等

13

0

13

196

281

郵送費等

基本計画
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

消耗品費

専門職（非常勤）の給与

研修講師謝礼金

672

13,328

研修旅費、専門職（非常勤）の通勤費等

専門書籍、心理用具消耗品等

精神保健福祉士、臨床心理士等

ひきこもり支援に関する研修1,184

672

13,659

1,120

503

事業名 ひきこもり支援事業

専門相談等医師報酬

研修旅費、専門職（非常勤）の通勤費

事業

概要

　ひきこもり対策を推進するための体制を整備し、ひきこもり
本人や家族等を支援することにより、ひきこもり本人の自立を
推進し、本人及び家族の福祉の増進を図る。

　ひきこもり地域支援センターを設置し、本人及び家族等からの相
談に応じ、必要な支援を提供する。家庭訪問等の個別相談のほ
か、外出可能な者に対しては社会参加の準備として、ボランティア
体験や就労準備などの作業を含めた集団支援を実施する。
　また、地域における関係機関とのネットワークの構築や、ひきこも
り対策にとって必要な情報を広く提供する役割を担う。

　相談者数の増加、「8050問題」などの複雑化、引きこもり問
題の長期化などに対応するため、ひきこもり地域支援セン
ター（こころの健康センター内）の体制維持に必要な経費を要
求する。

通信運搬費、行事保険料

研修会、その他参加負担金

自動車・駐車場借上料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

：
健康福祉局

・こころの健康センター

17,316

令和2年度予算額

0

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

16,678

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

40

1,254

996

250

合計 16,678 17,316

関連事業：

その他　特記事項

新規相談については、40歳以上
のひきこもりを中心とした相談を
実施（若年層のひきこもりは、子
ども青少年局が主導して実施）

　事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

　事業の継続実施

　R　～　R

ひきこもり相談業務

訪問用駐車場使用料

全国連絡協議会参加費等

133

5

113

25

40

専用電話、郵送費等

基本計画
　施策番号

2-(6) 　 　

101



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：

140

29

7

食費0

29

枠外(保健師2人、事務補助1人)

研修会通知

研修会参加寮費

128

0

7

その他　特記事項

平成30年4月から事業開始
（大阪府より権限移譲）

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

堺市産業振興センター会議室

特定医療費（指定難病）助成事業、療養生活環境整備事業、難病
患者支援事業（各区）

継続実施

20

会場等借上料

研修会等参加負担金

合計 9,657 9,713

0

10

256

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

枠外(保健師2人、事務補助1人)

費用弁償108、旅費148

枠外(保健師2人、事務補助1人)
93

6,951

1,506

762

： 健康福祉局・保健医療課

9,713

令和2年度予算額

要求額（千円）期間

　R　～　R

9,671

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

9,657
事業名 難病患者支援事業（本庁）

会計年度任用職員報酬

費用弁償（通勤費）

事業

概要

　堺市在住の難病患者やその家族が、療養生活における不
安や悩みを解消し、生活の質を向上させながら、地域で安心
して自立できるよう支援する。
　また、難病専従のスタッフを確保した組織体制で本事業を
担うことにより、迅速かつ効果的に専門的知識と技術の提供
ができる。

・特定医療費助成事業等の難病施策の普及促進を図る
・関係機関のスタッフが、難病に関する知識や理解を深め、
質の高いサービスを提供できるよう研修会の開催及び交流
の場を提供する
・ＡＬＳケアマネジメントの充実とともに、個別支援疾病の対象
に複数の神経・筋難病等を加え、支援体制の充実を図る

　「難病の患者に対する医療等に関する法律」及び「難病特
別対策推進事業実施要綱」に基づき、難病の患者に対する
医療提供体制の確保と良質かつ適切な医療医療及び患者
支援の確保を図る

需用費（消耗品）

その他使用料及び賃借料

通信運搬費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

債務負担行為

普通旅費・費用弁償

期末手当

謝礼金

7,226

1,448

161

317

280

基本計画
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

継続実施

　R　～　R

枠外(被爆者健診出務者報酬)

合計 525 239

関連事業：被爆者健診事業（各区）

その他　特記事項

一回目　7月、8月
二回目　10月、11月

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

3

15

147

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・保健医療課

239

令和2年度予算額

352

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

525
事業名 被爆者健診事業（本庁）

医師報酬

印刷製本費

事業

概要

　原爆被爆者及び被爆二世が今なお置かれている健康状態
を把握し、健康保持及び向上を図る。

　原爆被爆者に対して大阪府から業務委託を受け、年間2回
の健康診断を行うもの。
　また、被爆二世の希望者に対しても大阪府から業務委託を
受け、年間1回の健康診断を行うもの。

　本事業は、「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」
に基づくものであり、被爆二世についても国が定める平成15
年7月25日健発第0725002号「被爆二世健康診断調査事業
実施要綱」に基づき健康診断を実施するものである。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

被爆者健康診断手数料

謝礼金

事務用品

56

304

被爆者二世健康管理表@220円×150冊

一世@350円×350件　二世@400円×60件

会計年度任用職員（看護師）
3

56

0

33

147

基本計画
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：

更新案内チラシ印刷等印刷製本費

賃金

研修会等参加旅費

744

0

191

283

1,375

事業名 特定医療費（指定難病）助成事業

委員報酬

更新案内チラシ用紙等消耗品費

事業

概要

難病の患者に対する医療等に関する法律（難病法）に基づ
き、特定医療費（指定難病）支給認定関係事務を適切に実施
する。

指定難病患者の医療費助成について、申請受付から認定審
査、受給者証発行、医療費支払に至る一連の業務

本事業は難病法の大都市特例に基づき、平成30年4月に大
阪府より権限移譲を受けて開始したものであり、医療費につ
いては増加傾向である。過去の実績の増加率から今年度の
医療費の積算を行った。

郵送料等(通信運搬費)

委託料

事務手数料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

債務負担行為

： 健康福祉局・保健医療課

1,932,060

令和2年度予算額

要求額（千円）期間

1,447,218

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

1,495,772

96

744

0

358

　R　～　R

平成30年4月より事業開始
（大阪府からの権限移譲）か
ら継続実施

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

継続実施

特定医療費（指定難病)1,450,707

研修会等参加負担金

医療費(扶助費)

合計 1,495,772 1,932,060

13

1,892,656

その他　特記事項

療養生活環境整備事業、難病患者支援事業（本庁）、難病患者支
援事業（各区）

指定難病審査会

診療報酬審査事務等
システム運用保守、事務補助、診療報酬明細点検等

2,000

7,849

27,699

645

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

短期臨時職員

難病患者支援事業に移行

3,000

7,669

31,783

受給者証郵送料等

20

基本計画
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

委託料

旅費

消耗品費

1,071

75

各種郵送料

啓発チラシデザイン作成

出張

普及啓発用品100

1,000

34

10

40

事業名 骨髄移植普及促進事業

報償費

通信運搬費

事業

概要

　白血病や再生不良性貧血等の病気により、骨髄等の移植
を必要とされる患者を1人でも多く救うため、広く市民に骨髄
等提供者(ドナー)の登録を奨励し、市民・企業・学校等と協
働・連携しながら骨髄移植の一層の普及促進を図る。

○骨髄移植の理解を促進するため、主に若年層をターゲット
にした啓発活動を実施する。

○ドナーが骨髄等を提供しやすくなるよう、ふるさと納税によ
る指定寄附の仕組みを活用して、ドナーへの支援金を支給す
る。

新型コロナウイルス感染症の感染防止に留意しながら、効果
的かつ効率的な啓発を行う。

会場使用料

積立金

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・保健医療課

2,184

令和2年度予算額

632

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,806

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

150

10

480

合計 2,806 2,184

関連事業：

その他　特記事項

ふるさと納税を活用したドナー支
援金を創設
新型コロナウイルス感染症によ
り、啓発活動の一部休止

ふるさと納税を活用したドナー
支援金の継続
啓発活動の実施

スケジュール（経過及び今後展開）

ふるさと納税を活用したドナー支
援金の継続
新型コロナウイルス感染症に留
意しつつ、啓発活動の実施

　R　～　R

ドナー支援金

基金積立金

0

1,000

20

1,000

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：

訪問看護指示料

その他　特記事項

①②継続実施
③平成30年4月より事業開始
（大阪府からの権限移譲）

継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

特定医療費（指定難病）助成事業、難病患者支援事業（本庁）、難
病患者支援事業（各区）

継続実施

合計 32,370 35,997

49

32,118

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・保健医療課

35,997

令和2年度予算額

　R　～　R

31,445

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

32,370
事業名 療養生活環境整備事業

報償費

委託料

事業

概要

　難病の患者に対する医療等に関する法律に基づき、難病
患者の療養生活の質の維持向上を図ることを目的とする。

①難病患者支援センター事業
　難病患者及び家族の療養生活上の悩みや不安等の解消を
図り、疾病に関する知識の普及や療養生活に役立つ情報提
供をし、交流の拠点とする。
②難病患者等ホームヘルパー養成研修事業
　難病患者のニーズに対応する知識・技能を有するホームヘ
ルパー養成のための研修を実施する。
③在宅人工呼吸器使用患者訪問看護事業
　人工呼吸器を装着していることについて特別の配慮を必要
とする難病患者に対して必要な訪問看護を確保する。

在宅人工呼吸器使用患者訪問看護事業は、難病法の大都
市特例に基づき平成30年4月に大阪府より権限移譲を受け
て開始したものであり、本市における事業実績は少ないもの
の、予算額に過不足が生じないよう平成30年度の実績を踏
まえて積算を行った。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

消耗品費

通信運搬費

195

8

難病患者支援センター運営業務等

事務用品

ホームヘルパー養成研修案内郵送料0

0

0

35,997

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

　 　

債務負担行為
要求額（千円）

職員手当等（会計年度任用職員）

旅費

4,006

868

再生紙等

相談員（看護師）2名

通勤費、旅費355

4,006

868

3

事業名 医療相談窓口運営事業

報酬

消耗品

事業

概要

医療に関する市民からの苦情や相談に迅速に対応し、医療
機関への情報提供、指導等を実施することにより、医療の安
全と信頼を高めるとともに、患者サービス及び医療の質の向
上を図る。

医療に関する市民からの苦情や相談に迅速に対応できる体
制を構築し、市民の安全・安心の確保に努める。

相談内容が多種多様化している中で、現状の体制を最低限
維持した要求を実施。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・保健医療課

5,232

令和2年度予算額

5,217

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,206

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

324

8

合計 5,206 5,232

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

　R　～　R

相談員（看護師）2名
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

消耗品費

会計年度任用職員期末勤勉手当

謝礼金

6,729

1,302

訪問旅費、通勤費

コピー用紙等

保険師期末手当３名
0

6,830

1,480

707

17

事業名 公害保健福祉事業

報酬（保健師）

嘱託保健師費用弁償

事業

概要

公害認定患者が疾病に関する知識、理解を深めるとともに、
腹式呼吸や療養に関する知識を習得することにより、基礎体
力とＱＯＬを向上させる。また、インフルエンザの予防により、
認定疾病の重症化を防止する。

事業対象者：公害認定患者

①家庭療養指導
　保健師の訪問による日常生活の指導及び保健指導
②インフルエンザ予防接種費用助成（1,125名）
　インフルエンザ予防接種の接種者に対する費用助成

令和３年度は、利用者の利便性と接種率の向上を図るため、
事業の選択と集中を行い、必要な経費を要求する。

印刷製本費

扶助費

通信運搬費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・保健医療課

10,381

令和2年度予算額

9,996

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

10,042

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

1,187

87

551

17

合計 10,042 10,381

関連事業：

28年度から、市内在住者が市内
医療機関でインフル予防接種を
受けた場合、窓口負担無料の運
用を開始。

認定患者を対象とする家庭療
養指導については、コロナウ
イルスの感染拡大状況を判断
しながら実施する。

スケジュール（経過及び今後展開）

認定患者を対象とする家庭療養
指導については、コロナウイルス
の感染拡大状況を判断しながら
実施する。

　R　～　R

保険師報酬３名

各種通知郵送料

インフルエンザ予防接費用助成金

23

137

32

137

1,187

長3封筒等

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

　 　

環境省が実施する「石綿読
影の精度に係る調査」の対
象地域として引き続き「石綿
検診」を実施。

　R　～　R

担当者会議等

1,5351,535 CT検査等業務委託

合計 2,373 2,373

関連事業：

その他　特記事項

環境省が実施する「石綿読
影の精度に係る調査」の対
象地域として新たな内容で
「石綿検診」を実施。

令和６年度まで「石綿読影
の精度に係る調査」の対
象地域として引き続き「石
綿検診」を実施予定。

スケジュール（経過及び今後展開）

135

237

150

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・保健医療課

2,373

令和2年度予算額

906

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,373
事業名 石綿検診事業

旅費

通信運搬費

事業

概要

石綿へのばく露歴があり不安を抱える市民の方に検診を受
けていただくことにより、不安の解消、石綿関連疾患の早期
発見・早期治療に繋げることを目的とする。

（対象者）
　①石綿ばく露の不安があり、新たに検診を希望される方
　②既存検診の結果「異状なし」と診断された方
（実施項目）
・問診票による石綿ばく露状況の聞き取り
・胸部X線撮影（市の肺がん検診を活用）
・胸部Ｘ線読影　（市内医療機関、環境省による二重読影）
・胸部ＣＴ検査（精密検査で必要とされた方）
　

平成２７年度から令和元年度まで実施された国のモデル事
業である「石綿ばく露者の健康管理に係る試行調査」に参加
し、本市では石綿検診を実施してきた。令和２年度からは、既
存検診の機会を利用し、自治体が一時読影、国が二次読影
を実施し、双方の読影結果を照合するなどにより、石綿読影
の精度確保に向けた知見を収集する「石綿読影の精度に係
る調査」を５年間の予定で実施している。

委託料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

手数料

消耗品費

印刷製本費

257

59

検診結果等通知郵送料

画像提供料（ＣＤ－Ｒ）

再生紙、文書ファイル等

アスベスト健康手帳135

257

59

237

150
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(2) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

その他

847

105 医療機関への通知用通信運搬費

1,128

100

事業名 新型インフルエンザ対策事業

感染防止消耗品

事業

概要

　新型インフルエンザ発生時に感染拡大防止対策や医療体
制の確保等を行うことで、市民の健康被害を最小限にとど
め、社会・経済の破綻を防ぐ。

　新型インフルエンザ発生に備えた医療資材の配備、行動計
画や医療体制の整備を行う。

　新型インフルエンザの発生に備え、感染拡大防止のために
必要な資材を確保する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・感染症対策課

1,228

令和2年度予算額

629

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

952

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 952 1,228

関連事業：

その他　特記事項

H24年度：新型インフルエン
ザ等対策特別措置法に伴
い、市対策本部条例の制定
H26年度：市行動計画の策定

医療体制の整備、医薬資
材の備蓄

スケジュール（経過及び今後展開）

医療体制の整備、医薬資材
の備蓄

　R　～　R

PPE（個人防護具）・マスク
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(2) 　 　

債務負担行為
要求額（千円）

ＨＩＶ検査等消耗品

その他

2,637

1,550 検査試薬、配布資料購入費等

検査出務医師報酬等1,256

428

1,550

事業名 エイズ予防対策

ＨＩＶ即日検査及び相談業務

事業

概要

　ＨＩＶ即日検査を含む検査体制を確保するとともに、患者・感
染者への差別や偏見をなくすため、エイズに対する正しい知
識の普及啓発を実施し、患者・感染者の増加の抑制に努め
る。

　各保健センターでのＨＩＶ検査に加え、平日夜間検査及び平
日（昼間）即日検査の体制を確保する。また、患者・感染者へ
の差別や偏見をなくすため、エイズに対する正しい知識の普
及啓発のためのキャンペーン等の諸施策を実施する。

・ＨＩＶ検査の実施により、ＨＩＶ／エイズの早期発見・早期治療
を図る。
・予防啓発の実施により、感染予防及び感染拡大を防止す
る。
・利便性の高い会場の選定等により受検者が増加したことを
ふまえ、検査相談体制を充実させる。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・感染症対策課

3,234

令和2年度予算額

3,384

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

5,610

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

1,423

合計 5,610 3,234

関連事業：

その他　特記事項

検査体制の充実
・安定的な検査拠点の確保
・検査体制の再構築等の検
討

検査体制の充実
・検査体制の維持及び継
続

スケジュール（経過及び今後展開）

検査体制の充実
・安定的な検査拠点の確保
・検査体制の再構築等の検
討

　R　～　R

即日検査委託料等
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(2) 　 　

国、大阪府の動向を考慮しつ
つR2年度事業を継続
（風しん第5期定期接種はR3
年度で終了予定）

　R　～　R

医療機関委託料等

合計 203,906 110,437

関連事業：

その他　特記事項

国、大阪府の動向を考慮しつ
つR1年度事業を継続

国及び大阪府の動向を考
慮しつつ事業を継続

スケジュール（経過及び今後展開）

12,236

18,945

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

： 健康福祉局・感染症対策課

110,437

令和2年度予算額

79,804

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

203,906
事業名 風しん感染予防対策事業

抗体検査・予防接種等実施（風しん第5期定期接種）

需用費（風しん第5期定期接種）

事業

概要

　妊娠中の女性が風しんウイルスに感染すると、出生児が先天性風しん症候
群に罹患する可能性がある。
　先天性風しん症候群の発生を防ぐため、風しんの抗体検査を実施するとと
もに、抗体価が低い者に対し予防接種費用助成を行うことで風しんの感染と
まん延を防止する。
　また、定期接種の機会がなく風しん抗体保有率が低いとされる、昭和37年4
月2日から昭和54年4月1日までの間に生まれた男性（特定世代の男性）に対
する対策を実施し、集団免疫によって妊婦の風しん罹患を防ぐ。

〇妊娠を希望する女性及びその同居者等
　保健所及び保健センターにて抗体検査を実施し、検査の結
果、予防接種が必要な者に対し接種費用の一部を助成す
る。

〇特定世代の男性
　風しん第5期定期接種として、医療機関等で抗体検査を受
ける費用を全額公費負担し、検査の結果、予防接種が必要
な者に対しては接種費用も全額公費負担とする。

国及び大阪府の動向を考慮しつつ、以下のように実施する。

〇妊娠を希望する女性及びその同居者等への抗体検査及び予防
接種事業について、風しんの流行状況及び大阪府の動向等を踏ま
え、堺市においても実施内容を検討の上、継続実施する。
〇特定世代の男性への風しん第5期定期接種を引き続き実施する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間
債務負担行為

要求額（千円）

クーポン券郵送料等役務費（風しん第5期定期接種）

予防接種費用助成（妊娠希望女性等）

162,952

9,773

ワクチン代、受診票等印刷製本費

郵送料、事務手数料
予防接種委託料、補助金、検査手数料、出務医師報酬等12,620

76,735

8,548

12,534
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1)

債務負担行為
要求額（千円）

負担金

委託料
会議参加費等

13,980

5,940

検査用滅菌容器等
全国システムの運用保守経費負担金

生活衛生システム保守委託
旅費及び参加負担金681

14,158

5,940

640

0

事業名 食品衛生許可・監視指導

検査手数料等

検査機器等消耗品費

事業

概要

公衆衛生に与える影響が大きい営業の施設に対して、定め
られた基準に合うときは許可をする。許可を要さない届出施
設も含めた全ての食品取扱施設に対し、衛生管理が適切で
あるか監視指導を行うことにより、食品の安全を確保し、飲食
に起因する健康危害の発生を防止する。

○許可申請に基づき、業種ごとに定められた基準を満たし設備が適
切に設けられているかを審査し、基準に合うときは許可をする。
○監視指導計画に基づき、食品取扱施設への立入検査、食品等の
収去検査等を行うとともに、食中毒による健康被害及び違反食品が
疑われる事案発生時には、原因究明に向けた調査と行政処分など
必要な措置を講じる。
○HACCPに沿った衛生管理の制度化により、全ての食品等事業者
に対してHACCPに係る技術的助言を行い、導入を支援する。

前年度に引き続き、監視指導を的確に行うことにより飲食に
起因する健康危害の発生を未然に防止する。
令和3年6月の法改正に伴い「営業許可制度の見直しと届出
制度の創設」と「HACCPに沿った衛生管理の制度化」が重要
となるため、関係施設への周知と施設の特性にあわせた導
入支援の取組を推進する。

郵便料金

その他
印刷製本費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・食品衛生課

22,183

令和2年度予算額

24,731

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

22,784

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

136

763

628

600

合計 22,784 22,183

関連事業：

その他　特記事項

改正法の一部施行。HACCP
制度化や許可業種の見直し
等、改正内容について事業
者へ周知を徹底

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

R3年6月に改正法全面施行。
許可業種の見直しやHACCP
制度化等、制度全体が大幅
に変更

　R　～　R

許可証等印刷費
駐車場使用料等

430

198

430

381

62

許可証等郵送費
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画
　施策番号

2-(1) 　

債務負担行為
要求額（千円）

会場借上料

啓発物品購入等

優秀施設標識交付関係

252

355

講習会開催通知等送付

食品衛生講習会等の開催

啓発用物品、リーフレット

標識作成費294

270

259

846

152

事業名 食品衛生知識の普及

啓発資料印刷費等

郵送費

事業

概要

市民及び食品等事業者双方に正しい食品衛生知識を普及
し、衛生意識の向上を図ることにより、飲食に起因する健康
危害の発生を未然に防止する。

講習会の開催、啓発ポスター及びパンフレットの配布、街頭
キャンペーン、パネル展示による啓発イベント等により、食品
衛生に関する正しい知識の普及を図る。また、衛生状態が優
秀な営業施設に対して優秀標識を交付する顕彰制度により、
事業者自らが実施する衛生管理への積極的な取組みを推進
し、事業者のみならず消費者の衛生に対する関心を高め、衛
生水準の向上を図る。

前年に引き続き、食品衛生知識の普及を通じて、飲食に起因
する健康被害の発生を未然に防止する。

手話通訳謝礼金

手話通訳交通費

委託料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・食品衛生課

1,821

令和2年度予算額

910

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,085

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

0

294

972

173

合計 2,085 1,821

関連事業：

その他　特記事項

平成30年6月食品衛生法改
正、令和2年に一部施行。改
正内容について事業者向け
周知を実施。

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

6月に改正法全面施行。許可
業種の見直しやHACCP制度
化等、制度全体が大幅に変
更される。

　R　～　R

食中毒予防ポスター等

食品衛生講習会照明業務

手話通訳交通費

0

0

16

20

3

食品衛生講習会における手話通訳謝礼金

114



 令和3年度当初予算　予算要求シート

　施策番号
・ ・ 　 ・ 　

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画

登録頭数　41,000頭
　（令和3年3月末日予想）
　新規登録2700頭
　済票交付27000件
　（令和2年度実績予想）

　R　～　R

債務負担行為分（３年契約）

2,289

3,553

1,746

3,973

合計 18,805 19,698

関連事業：

その他　特記事項

登録頭数　40,043頭
　（令和2年3月末日現在）
　新規登録2688 頭
　済票交付26222件
　（令和元年度実績）

登録頭数　41,000頭
　新規登録2700頭
　済票交付27000件

スケジュール（経過及び今後展開）

990

5,874 5,830

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

：健康福祉局・動物指導センター

19,698

令和2年度予算額

26,821

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

18,805
事業名 狂犬病予防対策

犬等搬送収容業務等委託

狂犬病予防注射のお知らせ電算事後処理委託

事業

概要

　狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止し、また、犬によ
る危害及び環境の汚染を防止することにより、公衆衛生の向
上及び市民生活の安全に資する。

○狂犬病予防法に基づく飼い犬の登録、毎年の予防接種実
施と済票の交付及びその管理にかかる一連の業務
　・登録（鑑札交付）と予防注射済票交付事務
　・飼い犬台帳（登録と狂犬病予防注射実施記録）管理
　・集合注射の計画・実施、飼い主への通知
　・登録と予防注射実施率向上のための啓発

○放浪犬の保護収容等の犬管理業務
　・捕獲（保護）、抑留・返還
　・返還時の狂犬病予防注射実施
　・咬傷犬の鑑定

●犬等搬送収容業務委託（複数年契約）
●狂犬病予防注射のお知らせ電算事後処理委託

会計年度任用職員

その他

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

1,304

債務負担行為
要求額（千円）

鑑札済票交付等業務等委託

施設清掃等委託

印刷製本費・消耗品費

4,059

859

通知にかかる印刷・封筒封入業務

鑑札済票交付業務（動物病院）

犬舎清掃

鑑札/済票交付手数料領収書ほか1,270

3,960

796

2,000
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

　施策番号
・ ・ 　 ・ 　

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

基本計画

事業の継続実施

　R　～　R

8,000円×250頭

モバイルワーク端末リース代

076

106 73

合計 4,931 7,805

関連事業：

その他　特記事項

令和元年度引取り頭数 14頭
（犬）・128頭（猫）
令和元年度返還譲渡率
46.2％（犬）・33.1％（猫）

令和4年度引取り頭数（目
標） 12頭（犬）・110頭（猫）
令和4年度返還譲渡率（目
標）48％（犬）・35％（猫）

スケジュール（経過及び今後展開）

81

1,480

332

：健康福祉局・動物指導センター

7,805

令和2年度予算額

4,658

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

4,931
事業名 動物愛護啓発事業

地域猫活動を支援するための補助金

消耗品費

事業

概要

　動物の愛護及び管理に関する法律（動愛法）・大阪府動物
の愛護及び管理に関する条例・堺市動物の愛護及び管理に
関する条例に基づき、飼育者を含む市民及び動物取扱業者
を対象に適正飼養に関する指導、情報並びに知識の普及啓
発を図ることにより、動物による危害を防止し、人と動物の共
生できる社会の構築を目指す。

○市民の飼えなくなった犬猫の引取り
○市民を対象とした正しい犬猫の飼育方法啓発にかかる各
種事業
　・適正飼育講習会
　・各種媒体による啓発
○地域猫活動の支援
○収容動物の返還譲渡業務
○動物取扱業者の登録業務及び監視指導
○特定動物の飼養許可及び指導

・地域猫活動支援のための補助
・ふるさと納税の活用

モバイルワーク端末賃借料

啓発用リーフレット等印刷費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

（単位：千円）

債務負担行為
要求額（千円）

通信運搬費

謝礼金

1,440

飼料及び医薬品等購入費

犬猫の飼育啓発に係る通信費・地域猫活動支援に係る通信費

動物取扱責任者研修等講師謝礼金36

2,000

1,380

349

2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

動物愛護基金積立金 0 3,000

その他 1,416 967
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

　施策番号
・ ・ 　 ・ 　

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

検査手数料

検査試薬、事務用品等

印刷製本

553

201

プール水、浴槽水等

追録、残留塩素測定試薬等

講習会受講済の証等35

599

89

165

5,502

事業名 環境衛生関係施設許認可及び監視指導事業

会議等出張旅費

郵送料

事業

概要

理容所、美容所、クリーニング所、興行場、公衆浴場、旅館、
墓地、遊泳場、住宅宿泊事業法（以下、民泊新法）に係る届
出施設（以下、民泊）等に対する監視指導及び知識の普及啓
発を行うことで、施設の衛生水準の維持及び向上を図ること
により市民の健康被害を未然に防止し、安全、安心を確保す
る。

理容所、美容所、クリーニング所、興行場、公衆浴場、旅館
及び民泊等の環境衛生関係施設に対して、各法令に基づく、
監視指導を行う。
特に近年問題となっている民泊に対する衛生管理等に関す
る監視指導の実施及びレジオネラ集団感染症の発生を防止
することで、市民の健康・安全を確保する。
さらに、各種講習会を通して営業者の衛生意識の向上を図
る。
また、さまざまな研修への参加、国や他自治体との情報交換
を通して、環境衛生監視員の資質の向上をめざす。

レジオネラ症等の発生防止のための科学的監視に係る検査
手数料及び民泊新法に基づいた監視指導等の補助を行う会
計年度任用職員に係る経費を要求する。

施設使用料

会計年度任用職員報酬等

各種会議等参加費

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

11,734

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

10,358

： 健康福祉局・環境薬務課

12,949

令和2年度予算額

合計 10,358 12,949

関連事業：

その他　特記事項

環境衛生関係施設に監視指導等
を行う。届出等に対し、審査及び
検査を行う。又、民泊新法届出施
設の監視指導を実施する。

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

生活衛生関係技術担当者研修会等

生活と環境全国大会負担金等

報酬、期末手当、通勤費

131

17

理・美容所衛生講習会

6,411

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

基本計画

事業の継続実施

　R　～　R

631

29

3,044

80

165

5,655
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

　施策番号
・ ・ 　 ・ 　

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

4,000 3,500

事業名 公衆浴場衛生確保事業

堺市公衆浴場衛生確保事業補助金

事業

概要

一般公衆浴場（物価統制令第4条の規定に基づき入浴料金
が定められている公衆浴場）の衛生向上を図ることを目的と
し、必要な措置を講ずることにより利用者の安全を確保する。

公衆浴場衛生確保補助事業を継続実施する。
【公衆浴場衛生確保事業補助金の概要】
(1)補助対象者
　堺浴場組合
(2)補助内容
①基幹設備(ろ過器、集毛器、消毒装置)の整備又は改善に係る経
費。
　１施設当たりの上限
　　ろ過器(1,200,000円)、集毛器(200,000円)、消毒装置(500,000円)
②衛生水準向上のための消耗品給付に係る経費。
　１施設当たりの上限　200,000円
補助対象額経費(①、②の合計)の1/2を補助、補助上限4,000,000円

・一般市民が利用する公衆浴場の衛生向上を図る必要があ
る。
・堺浴場組合と協議し、予算は3,500千円に減額して要求す
る。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

2,150

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

4,000

： 健康福祉局・環境薬務課

3,500

令和2年度予算額

合計 4,000 3,500

関連事業：

その他　特記事項

H13.4月～
補助金交付要綱を制定し運
用

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

基幹設備整備、衛生水準向上に係る補助

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

基本計画

事業の継続実施

　R　～　R
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

　施策番号
・ ・ 　 ・ 　

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

検査手数料

各種会議等参加費

事務用品等

643

15

領収書,パネル原紙印刷等

定性検査、定量検査、細菌学的検査

救急医療・医務薬務主管課長会議会費等

医薬品医療機器等法等追録等748

589

15

148

1,305

事業名 薬事・毒物劇物関係許認可及び監視指導事業

会議等出張旅費

印刷製本

事業

概要

医薬品等の品質、有効性、安全性を確保するため、薬局、市
長権限の医薬品販売施設、医療機器販売・貸与業施設に対
して監視指導を行い、保健衛生上の危害を防止する。毒物や
劇物の流出・漏洩事故の発生による重大な健康被害や保管
管理不備による盗難・紛失等を未然に防止するため、保健衛
生上の見地から必要な取り締まりを行う。

・薬局、市長権限の医薬品販売業・医療機器販売・貸与業に
対する許可事務と監視指導、及び医薬品等の行政検査を実
施。
・毒物劇物販売業者、特定毒物研究者及び毒物劇物業務上
取扱者に対する登録・許可（届出）事務及び、保管管理や危
害防止対策の実施状況等の監視指導を実施。
・医薬品等の適正使用のための啓発として、「薬と健康の週
間(10月17日～23日）」に府、府内保健所設置市、薬剤師会と
共催でイベント等を実施。市民への啓発として、本庁舎での
パネル展示等を実施。

・市民が利用する薬局等における医薬品等の安全性を確保
するための監視指導に係る経費を要求する。

郵送料

施設使用料

修繕料

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

1,769

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

2,872

： 健康福祉局・環境薬務課

3,069

令和2年度予算額

合計 2,872 3,069

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

救急医療・医務薬務主管課長会議等

物品修繕

駐車場料金

194

20

50

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

基本計画

事業の継続実施

　R　～　R

184

10

50

668

186

1,116
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

　施策番号
・ ・ 　 ・ 　

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

印刷製本

会議等出張旅費

160

560 啓発用パネル

管内出張18

110

90

事業名 シンナー・覚醒剤等乱用防止啓発事業

消耗品

事業

概要

シンナー、麻薬、覚醒剤をはじめとする薬物は、乱用すれば
生命身体に半永久的弊害をおよぼし、さらには社会的にも重
大な弊害を生ずる。近年の薬物乱用の低年齢化と、健康被
害が社会問題となっていることを考慮し、これらの薬物に対
する正しい知識と薬物乱用の危険性を市民（特に青少年）に
周知啓発する。

・「ダメ。ゼッタイ。」普及運動として、大阪府と連携して街頭
　キャンペーンによる啓発を実施。
・市内各区で行われる「区民まつり」等でパネル・映像等を用
　いて主に若年層を中心にクイズを用いた啓発を実施。
・市内学校での薬物乱用防止教育への支援として、啓発
　DVD・啓発パネル・薬物標本等を貸し出す。
・広報紙、HPでの啓発とともに、パネル展示や懸垂幕の掲示
　を実施。

乱用される薬物については、法規制が進み手を出しにくい状
況になりつつある。しかしながら、依然として大麻等の依存薬
物について、深刻な社会問題が続いている。
青年期からの薬物乱用防止教育が重要視されているため、
本課で作成したパネルの展示やホームページへの啓発資料
の掲載等により、青少年に対する薬物乱用防止教育を強化
する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

564

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

738

： 健康福祉局・環境薬務課

218

令和2年度予算額

合計 738 218

関連事業：

その他　特記事項

小、中・高校生用冊子を製本
し依頼のある学校へ提供。乱
用問題が再燃している大麻
について、啓発を強化。

事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

懸垂幕、図書、DVD、事務用品

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

基本計画

冊子のデータをホームページ
に掲載。パネル展示の回数
や場所を工夫し、大麻につい
ての啓発を行う。

　R　～　R

18

120



 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

害虫啓発業務

光熱水費

修繕費

5,339

2,460

1,120

5,139

2,023

1,965

137

事業名 衛生害虫等啓発事業

消耗品費

施設管理委託料

事業

概要

衛生害虫やねずみの市民相談について啓発・情報提供を判
り易く行い、害虫などの生態や防除方法に関する理解の高揚
を促進することにより、市民生活の安全安心と生活環境の向
上に寄与する。

○衛生害虫に関する相談対応、情報提供及び種類の同定の
実施
○地域における蚊の自主防除活動の促進
○浸水害発生時の消毒作業
○「空家等対策の推進に関する特別措置法」に関する現地
調査
○住居環境改善援助事業

・ハチをはじめとする衛生害虫の相談においては啓発中心の
事業に重点化し、生態や対処方法の効果的な情報発信と相
談応対を行い、市民の自主防除意識の高揚を促す。
・地域における蚊の防除活動について、コロナ過を踏まえた
防除薬剤の配付方法として郵送方式を新規に導入。

報酬

費用弁償

職員手当等

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・生活衛生センター

17,005

令和2年度予算額

18,423

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

17,979

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

312

275

183

1,534

1,965

200

通信運搬費

その他

合計 17,979 17,005

関連事業：

その他　特記事項

事業の継続実施 事業の継続実施

スケジュール（経過及び今後展開）

事業の継続実施

普通旅費・手数料

　R　～　R

5,220

631

5,220

631

136

223

271

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

備品購入費

6,411

7,969 経年使用する検査用機器の買替

6,411

295

事業名 食品・医薬品検査

需用費

事業

概要

食品や医薬品等の理化学検査を行い、健康の被害防止と安
全性を確保し、公衆衛生の向上に寄与する。

食品に含まれる添加物や汚染物質、家庭用品に含まれる有
害物質等の検査。健康食品に含まれる医薬品成分等の検
査。

検査データ解析用機器として「データ処理装置」について、経年使用
のため、買替を要求する。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・衛生研究所

6,706

令和2年度予算額

27,031

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

14,380

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 14,380 6,706

関連事業：

その他　特記事項

「リアルタイムPCR遺伝子増
幅装置」の買替

「ガスクロマトグラフ質量
分析計」等の買替

スケジュール（経過及び今後展開）

「データ処理装置」の買替

　R　～　R

検査用試薬や器材の購入

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

備品購入費

6,120

30,147 経年使用する検査用機器の買替

6,120

19,942

事業名 環境検査

需用費

事業

概要

飲料水、プール水及び浴場水の安全性の確保、工場排水、
地下水、河川水、公園の親水用水等の環境保全に寄与し、
健康被害の防止を図る。

水道法、浄化槽法、公衆浴場法、堺市公衆浴場法施行条
例、大阪府遊泳場条例、水質汚濁防止法、廃棄物の処理及
び清掃に関する法律、大阪府生活環境の保全等に関する条
例等に基づく水質検査。

現有の検査用機器「シアン・臭素酸・陰イオン界面活性剤分
析システム」の経年使用に伴う買替を行うとともに、検査項目
の拡大や試薬等の値上がりに対処するため検査用試薬、器
材の購入計画を精査し、最少の経費で事業の継続実施を図
る。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・衛生研究所

26,062

令和2年度予算額

15,762

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

36,267

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

合計 36,267 26,062

関連事業：

その他　特記事項

検査用機器「HS-GC-MS（ヘッド
スペースガスクロマトグラフ質量
分析装置）」及び「イオンクロマト
グラフ」の買替

「エバポレーター」「自動固相
抽出装置」等の買替

スケジュール（経過及び今後展開）

「シアン・臭素酸・陰イオン界面活
性剤分析システム」の買替

　R　～　R

検査用試薬や器材の購入

基本計画
　施策番号
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 令和3年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～2年度）】 【3年度】 【今後予定（4年度～）】

【今年度要求のポイント】

債務負担行為
要求額（千円）

その他

光熱水費

施設維持管理委託料

153

16,536 電気・水道・ガス使用料

警備、清掃等委託業務等8,922

153

15,219

0

21,756

事業名 衛生研究所管理運営

附属機関委員報酬

工事設計、監督等委託料

事業

概要

○衛生研究所（本館）及び保健医療センター（分館）の適正な
維持管理を行う。
○市民の健康の維持及び安全・安心を提供するため良好な
試験検査環境を確保する。
○公衆衛生上の専門的かつ科学的・技術的中核施設として
の役割をはたす。

○衛生研究所（本館）及び保健医療センター（分館）の施設の
維持管理業務
〇良好な試験検査環境の維持。
○公衆衛生上の技術的な支援機関として、公衆衛生行政担
当部署へ科学的根拠に基づいた正確で信頼性の高い試験
検査結果を提供する。

衛生研究所の改築設計業務に伴う発掘調査業務及び土地
利用履歴調査業務を行う。

事業費（千円）

主な要求内容
項目

期間

： 健康福祉局・衛生研究所

46,050

令和2年度予算額

41,025

局・課名

令和3年度要求額令和元年度決算額

48,166

（単位：千円）
2年度予算 3年度要求額 内容・積算等

9,603

8,900

12,974

合計 48,166 46,050

関連事業：

その他　特記事項

○地質調査業務を行い、衛生研
究所の改築設計業務等を実施。
○改築に伴う移設計画を実施。

○令和4年度より第一期工
事、6年度より第二期工事を実
施予定

スケジュール（経過及び今後展開）

衛生研究所の改築設計業務
に伴う発掘調査業務及び土
地利用履歴調査業務を行う。

　R　～　R

基本計画
　施策番号
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